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は じ め に

　池田　本日はよろしくお願いいたします。前回の労
働調査の学界展望（本誌 2019 年 2･3 月号, No. 704）
が 2018 年までの業績を対象にしていましたので，今
回はその後の動向を取り上げます。ですが，この間に
実施された調査の報告書を網羅的に取り上げることは
しません。そうではなく，調査の分析結果に着目し，
その知見をベンチマークとしたときに，どのような労
働調査の潮流が見えてくるか，この学界の大きな文脈
をとらえる座談会にしていきたいと思います。
　本日の座談会は，大きく分けると調査の「手法」と

「テーマ」の二部構成になっていますが，専門にして
いる調査手法も研究テーマも異なる 3 人の先生にご参
集いただきました。有田伸先生は主に統計的手法を用
いた量的調査がご専門で，専攻は社会学ですが，研究
テーマということでいうと社会階層論になります。首
藤若菜先生は事例調査つまり質的調査がご専門で，専
攻は経済学ですが，研究テーマは労使関係論ですね。
田中秀樹先生は経営学の人的資源管理論がご専門です
が，質的調査と量的調査を論文ごとに使い分けておら
れます。3 人の先生にそれぞれの観点から注目すべき
研究成果を挙げていただき，これを題材に労働調査の
動向と今後の展望についてディスカッションをしたい
と思います。

Ⅰ　調査手法の動向

　池田　まず，第 1 部として調査手法を取り上げたい
と思います。先ほど便宜的に「量的調査」「質的調査」

という言い方をしましたが，量的調査も質的調査も，
その具体的な調査手法は多様化しているように思いま
す。この調査手法の多様化というトレンドについて，3
人の先生のお話をうかがいたいと思います。
　はじめに質的調査の動向を中心に首藤先生のご意見
をうかがいたいと思います。と申しますのは，本誌
2015 年 12 月号 （No. 665） の特集「労働研究と質的調
査」において質的調査の手法が多様化している現状を
取り上げています。その後の動向ということで，質的
調査から話を始めたいと思います。

●主な研究成果

梅崎修・池田心豪・藤本真 編著（2019）『労働・
職場調査ガイドブック─多様な手法で探索す
る働く人たちの世界』

　首藤　まず，ここ数年，調査手法や研究方法に関す
る良書が，複数刊行されてきたことを指摘しておきた
いと思います（たとえば大谷 2019，須田 2019 など）。
背景には，今日の社会科学における研究方法が，多様
化していることがあると思われます。その全体像をど
うつかむかという意味で，最初にこのガイドブックを
挙げさせていただきます。
　本書は，若手の研究者らが労働調査の手法を網羅的
に紹介した書物です。第 1 部で質的調査（聞き取り，
エスノグラフィー，ライフヒストリー，アクションリ
サーチなど），第 2 部で量的調査（企業・従業員調査，
意識調査，心理統計，パネル調査，マクロ労働統計な
ど）と多種多様な調査法を取り上げた労働調査の入門
書です。20 名近くの研究者により編まれていますが，
全体の統一性が保たれ，読みやすくなっています。各
著者が，具体的な例をもとに各手法の意義や特徴を解
説するとともに，代表的な研究事例を紹介し，「私の
経験」として調査を進めるうえで失敗しやすい点や注
意すべき点を平易な文章で綴っています。
　また，単に調査手法の解説だけにとどまっていない
点が特徴的です。第 1 章「聞き取り調査」で例示しま
すと，この章では，テーマを「労働生産性を規定する
要因」とし，まず聞き取り調査に入る前の準備から説
明されます。生産性向上をもたらす事柄が分からなけ
れば，何を聞き取ればいいのか分かりませんので，そ
れを「現場情報」と「既存理論」から絞り込み，さら
にその事柄を「観察可能な具体的行為」に落とし込ん
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でいきます。具体的行為に落とし込むとは，仮に生産
性を向上させる行為に「技能形成」があるとしても，
調査で「重要な技能は何ですか」といった問いは曖昧
なので，より具体的な行為を特定しなければならな
い，と説明されます。加えて，具体的行為を促す仕組
み（制度）にも注目する必要があり，賃金制度や昇進
制度などの仕組みにも目配りする必要性が論じられま
す。
　これらの下準備を終えたら，ようやく調査先の選定
に入ることができます。深く入り込むことを許してく
れる協力者を獲得しなければなりません。しかも，対
象選定には，象徴的な事例を取り上げるなどの工夫も
必要です。また，聞き取り調査の結果は，調査者の主
観に左右され，客観性に欠けることがあるため，「誰
がみても同じに見えるもの」（たとえば現場で使用さ
れている表や図面など）を示し，反証可能性の担保に
も努めなければなりません。そのうえで，たとえ聞き
取りが成功しても，一人の調査者が深く入り込める企
業数は限られるため，「真理は皆で探求する」という
謙虚さが必要だと説いています。
　こうした記述からわかるように，本書では，研究を
組み立てていく手法が詳述されます。物事を把握する
こと，分析すること，比較することは，いかにして可

能なのかが語られており，調査手法のマニュアルや手
ほどきといった類書とは異なるように感じました。学
部生，院生向けの入門書としては最適なテキストに仕
上がっていると言えます。
　また，今日，さまざまな調査手法，研究方法があり
ますが，それらを分かつ理論を解説した書物に，野村

（2017）があります。同書は，いわゆる研究方法論を
論じたものです。
　自然科学とは異なり，社会科学では，事象（対象と
する人間社会）をどう認識するか，もしくは認識でき
ると考えているかにおいて複数の立場があり，その立
場の相違（存在論や認識論の相違）が，手法やリサー
チデザインの相違をもたらしている面があると著者は
述べています。「手法とは，インタビューや調査票調
査，エスノグラフィーなどのデータ収集法……（中略）
……など分析のテクニックのことを指す。方法論は認
識論の別をふまえながら，手法の使い方についての理
論的な指針を提供する」ものだとし（野村 2017：2），
手法やリサーチデザインを個別に学んでも，自身の方
法論的立場を認識しなければ，研究の整合性が取れな
いと指摘します。この本では，研究方法論を丁寧に論
じたうえで，研究手法を説明しています。
　なお，方法論の核には認識論があり，それは「実証

検討対象著作・論文
Ⅰ　調査手法の動向
梅崎修・池田心豪・藤本真編著（2019）『労働・職

場調査ガイドブック―多様な手法で探索する
働く人たちの世界』中央経済社．

八代充史・井原久光・牛島利明・梅崎修・島西智
輝・南雲智映・山下充編（2021）『日産・ルノー 
アライアンス オーラルヒストリー―グローバ
ル提携時代の雇用・労使関係』慶應義塾大学出
版会．

松永伸太朗・梅崎修・藤本真・池田心豪・西村純・
秋谷直矩（2020）「ノンテリトリアル・オフィス
の空間設計と身体作法―流動的再場所化によ
る創造的チームワークの達成」『日本労働研究雑
誌』No. 720, pp. 74-89. 

松永伸太朗（2020）『アニメーターはどう働いてい
るのか―集まって働くフリーランサーたちの
労働社会学』ナカニシヤ出版．

村上由紀子編著（2019）『グローバル研究開発人材

の育成とマネジメント―知識移転とイノベー
ションの分析』中央経済社．

石田浩・有田伸・藤原翔編著（2020）『人生の歩み
を追跡する―東大社研パネル調査でみる現代
日本社会』勁草書房．

Ⅱ　調査テーマの動向
1　新型コロナウイルスの影響
樋口美雄／労働政策研究・研修機構編（2021）『コ

ロナ禍における個人と企業の変容―働き方・
生活・格差と支援策』慶應義塾大学出版会．

江夏幾多郎・服部泰宏・神吉直人・麓仁美・高尾
義明・矢寺顕行（2021）『コロナショックと就労
―流行初期の心理と行動についての実証分析』
ミネルヴァ書房．

2　日本的雇用システム
佐野嘉秀（2021）『英国の人事管理・日本の人事管

理―日英百貨店の仕事と雇用システム』東京
大学出版会．

小川慎一（2020）『日本的経営としての小集団活動
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主義」「批判的実在論」「解釈主義」の 3 つに分けて説
明されます。実証主義では，客観的に事象の相互関係
や因果関係を観察できると考え，批判的実在論では，
目に見えない構造こそが事象を規定すると考え，構造
の説明に主眼を置きます。解釈主義では，人々が事象
をどう解釈しているか，しよう・させようとしている
かに着目するため，人々の言説等に焦点を当てます。
　実証主義のもとでは，研究とは価値中立的であっ
て，誰が分析をしても同じ結果が得られる（再現可能
性がある）と考えられ，それに基づき，将来の予測も
可能だと理解されています。そうした研究方法は，政
策立案や政策決定に用いられやすいものです。他方
で，解釈主義は，それとは対照的な立場をとります。
調査の対象は，考え方や言説，それを作り出す行為や
実践です。実証主義では，事象を客観的に把握できる
と考えるのに対し，解釈主義では，むしろ主観性を大
切にします。
　どの研究方法が正しいのかではなく，自分の立場と
は異なる方法論があることを理解し，多様な研究方法
から社会的事象をみつめ，相互に対話し，論じ合うこ
とこそが有益なのであり，他の研究方法論を理解する
ことで，自身の方法論的立場もはっきりするのだと思
います。

八代充史・井原久光・牛島利明・梅崎修・島西
智輝・南雲智映・山下充 編（2021）『日産・ルノ
ー アライアンス オーラルヒストリー―グロー
バル提携時代の雇用・労使関係』

　首藤　続いて，聞き取り手法の一つですが，インタ
ビューして聞き取るというよりは当人に語ってもら
い，それを資料として残していくオーラルヒストリー
という方法があります。ここ 10 年ぐらい，労働，社
会保障分野においてもオーラルヒストリー研究が，数
多く蓄積されています（たとえば清水・谷口・関口編
2019，菅沼ほか編 2018 など）。科研費などの報告書
も含め，多数の成果が出されていますが，それを先導
してきたのが，本書の筆者らの研究グループによる一
連の研究（八代ほか編 2010，2015 など）だと思いま
す。
　オーラルヒストリーを含む聞き取り調査は，当事者
しか知りえない情報―つまり，内部情報，当事者
の思い・考え・狙いなど―を引き出すことで，よ
り事実に迫ることができるという意義があります。社
史，運動史，新聞報道などの文書史料で，いつ，何が
起きたのかは分かりますが，当事者の語りにより事実
を立体的に把握できるようになります。むろんオーラ

―QC サークルの形成・普及・変容』学文社．
服部泰宏・矢寺顕行（2018）『日本企業の採用革

新』中央経済社．
労働政策研究・研修機構（2021）『長期雇用社会の

ゆくえ―脱工業化と未婚化の帰結』労働政策
研究報告書 No. 210.

安藤史江編著（2020）『変わろうとする組織 変わり
ゆく働く女性たち―学際的アプローチから見
据える共幸の未来』晃洋書房．

3　労使関係
浅倉むつ子・萩原久美子・神尾真知子・井上久美

枝・連合総合生活開発研究所編著（2018）『労働
運動を切り拓く―女性たちによる闘いの軌跡』
旬報社．

4　多様な就業形態
仲修平（2018）『岐路に立つ自営業―専門職の拡

大と行方』勁草書房．
川上淳之（2021）『「副業」の研究―多様性がも

たらす影響と可能性』慶應義塾大学出版会．

5　格差・不平等
有田伸・数土直紀・白波瀬佐和子編（2021）『少子

高齢社会の階層構造 3　人生後期の階層構造』東
京大学出版会．

今井順（2021）『雇用関係と社会的不平等―産業
的シティズンシップ形成・展開としての構造変
動』有斐閣．

林拓也（2019）『職業間距離の計量社会学―人々
の意識からみる職業の多次元構造』ナカニシヤ
出版．

大森真紀（2021）『性別定年制の史的研究―1950
～ 1980 年代』法律文化社．

労働政策研究・研修機構（2020）『高年齢者の雇用
に関する調査（企業調査）』JILPT 調査シリーズ
No. 198.

永吉希久子編著（2021）『日本の移民統合―全国
調査から見る現況と障壁』明石書店．
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ルヒストリーは，当事者の主観ですから，文書史料な
どで裏付けを取ることが必須です。その意味でオーラ
ルヒストリーのような口述史料は，研究に利用されて
こそ意義が出てくるものだと思います。
　本書は，1999 年の日産とルノーの資本提携に関する
6 名の証言採録です。日産は，90 年代に深刻な経営危
機に陥り，ルノーからの資本注入を受けました。経営
トップにカルロス・ゴーン氏が就き，日産リバイバル
プランが実行されたことは，よく知られています。本
書では，リバイバルプランに関するインタビューが中
心であり，村山工場の閉鎖，クロス・ファンクショナ
ル・チームの形成，企業再生や商品開発の新制度など
の証言が整理されています。
　編者らの問題意識には，「資本国籍構成の変化が，
雇用制度に影響を及ぼすか」があり，とくに日産リバ
イバルプランで，日産の経営や労使関係がどう変化し
たのかを探ろうという狙いがあります。ここでは，村
山工場の閉鎖について一部内容を紹介したいと思いま
す。
　村山工場閉鎖は，当時，社会に大きな衝撃を与えま
した。2 万 1000 人の人員削減は大々的に報じられ，日
産は大リストラを行ったという印象を残しました。し
かし，本書では，原則として日産の社員で解雇された
者はおらず，基本的に配置転換（配転）で対応し，配
転に伴う転勤などの犠牲は払ったものの，雇用は守ら
れたと労使双方から語られます。
　日産労組はリバイバルプラン発表前から，労使協議
に入っており，雇用確保の確認を迫ったそうです。い
わゆる「事前協議」が機能していることが分かりま
す。組合は，工場閉鎖は避けられないと考え，配転な
どで雇用を守ることに重点を置きました。工場閉鎖を
受け入れたことで，組合員から激しい突き上げにあっ
ていますが，異動条件を団体交渉で要求し，最終的に
会社から満額回答を引き出しています。組合は，異動
する組合員たちが，持ち家を売り，家族と離れながら
も，日産に人生をかけて働いていることを会社に訴え
たそうです。工場閉鎖という状況下で，組合幹部が何
を守ろうと，どう動いたのか，そのディテールは当事
者から語られなければ分からないことで，大変興味深
く読みました。
　しかし，リバイバルプランでは 2 万 1000 人の削減
が行われたわけですから，配転ですべてをカバーでき
たはずはありません。同社は，連結子会社の株を売却

するなどして人員削減を実施しました。結果的に部品
メーカーや取引先などの関連企業で深刻な失業が発生
したのだと思います。つまり，日産労組は雇用を守っ
ても，日産労連傘下の中小企業の雇用は，守られなか
ったわけです。日産労連には，日産とリバイバルプラ
ンの可否を協議するような労使関係がなかったこと
も，当時の労連幹部が述べています。日本の労使関係
が，企業単位では機能しても，それを超えた機能は小
さいことが分かります。
　本書がテーマとした日本企業が「外資化」すると，
長期雇用に代表される雇用や労使関係はどうなるか，
という点の暫定的な結論としては，日本的雇用は変わ
らず維持される，とまとめられています。たしかに，
一企業レベルで見る限りは，雇用は土着性が強いこと
がわかります。村山工場の閉鎖は，こうした日本的労
使関係の枠外で大リストラが起きたということなのだ
と思います。

松永伸太朗・梅崎修・藤本真・池田心豪・西村
純・秋谷直矩（2020）「ノンテリトリアル・オフ
ィスの空間設計と身体作法─流動的再場所化
による創造的チームワークの達成」

　田中　新しい質的調査の手法という観点から，この
研究を取り上げたいと思います。これまでチームの創
造性を向上させる人事施策について，確固たる実証結
果は示されていません。その一方で，チームの創造性
を生み出す空間設計の研究潮流があります。この論文
では，ノンテリトリアル・オフィスにおける相互作用
をとらえるうえで，どのような「集まり」が生じてい
るかに着目しています。
　本研究では，フリーアドレス化（脱場所化）が進め
られたオフィスにおける「再場所化」を鍵概念として
おり，チームワークの維持とそれを支えるリーダーシ
ップの発揮の様相を明らかにしています。職場調査に
おいて交流の場を観察することで，「空間利用におけ
る緩やかな合意」が生じていることを発見していま
す。また，リーダーは職場を見渡せる「チーム内の視
認可能性」を維持する位置取りや身体的配置を行って
おり，それによって対面的相互行為にのみに依存しな
い形でのチームワークの維持のあり方が示されていま
す。従来の固定席からオフィス改革により固定席が解
体されて（流動的脱場所化），その後マネジャーの作
法（＝視認可能性の利用）によって再配置されたノン
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テリトリアル・オフィス化が行われる（流動的再場所
化）ことを示した点が本稿の重要な知見です。
　調査手法は，インタビュー（部門長対象：オフィス
の使い方・部門管理方法）とオフィスにおいてビデオ
撮影と観察を併用した観察法です。対象は，クラウド
セキュリティ事業にかかわる企業のオフィスです。広
範囲にオフィスを見渡せる場所に設置したビデオと総
務部長・システム部門長を追うビデオの映像を組み合
わせています。また，部門長には IC レコーダーで社
員とのコミュニケーションを録音してもらっていま
す。これによって，映像データと音声データを組み合
わせて，移動の意図・目的を明らかにしています。
　稲水（2013）などの一部の研究を除いては，「オフ
ィスレイアウトは重要である」と言われているもの
の，労働研究分野ではワークプレイス研究はまだ手薄
といえます。今後，テレワークなどの物理的に離れた
空間で仕事をすることも増えると考えられますが，オ
フィスレイアウトなどの空間設計によって職場の創造
性を向上させようとする企業も増えると思われます。
先進的な企業のオフィスデザインが注目される理由も
そこにあるのはないかと考えられます。それ故，今後
の労働現場において，これまでのオフィス形態からの
脱場所化は進むことが考えられます。しかし，マネジ
メントの視点から見ると，脱場所化はマネジメントを

（相対的に）困難なものとするケースが多いと考えら
れますが，本稿では，脱場所化ののちマネジャーの作
法（位置取りなど）によりノンテリトリアル・オフィ
スにおける流動的再場所化が進むことを実証的に示し
ています。
　もう少しいいますと，フリーアドレスによって脱場
所化が進みながらも，やはりコミュニケーションをす
る場や特定のグループ，集まりというのができていき
ます。つまり，再場所化が進んでそれがチームワーク
の維持やリーダーシップの発揮に活用されているとい
う点を明らかにした点がこの論文の意義の一つです。
　オフィスレイアウトのフリーアドレス化がちょっと
した流行りみたいに進んでいるなかで，いかにチーム
ワークがちゃんと担保されているのかという点は課題
となるはずです。「オフィスレイアウトは重要だよ」

「フリーアドレスというのが流行りだしているから，
うちの会社もやるべきだよ」という議論がなされる会
社も多いと思われるなかで，再場所化という観点から
フリーアドレス職場でのコミュニケーションに注目し

た点はとても興味深いと思います。この論文が公刊さ
れたのは 2020 年なので，調査時期はコロナ禍の前な
のですが，実際に今般のコロナでも脱場所化は進んで
いるということを考えると，今現時点のオフィスのあ
り方を考えるうえでも参考になる論文だと思います。
　空間設計によって職場の創造性を向上させるという
のは経営学においても重要なトピックであり，経営学
の研究としてもこの論文の意義は大きいと思います。
繰り返しになりますが，マネジメントの視点から見る
と，脱場所化は管理を困難にすることが多いはずで
す。しかし，そのなかでいかにしてマネジャーの作法
などによってノンテリトリアル・オフィスで流動的な
再場所化がどのように進むかということを実証してい
る点で，きわめて有益な実務的インプリケーションを
持つ研究だとも言えます。
　今後の研究手法に対しても，今，経営学のなかでか
なり定量が幅を利かせ始めているというのがあるの
で，職場を観察し，エスノメソドロジーの手法によっ
て現場を複眼的に観察しているところは，一石を投じ
るものとして非常に興味深いものだと思い取り上げま
した。

松永伸太朗（2020）『アニメーターはどう働いて
いるのか―集まって働くフリーランサーたち
の労働社会学』

　田中　もう 1 つ松永先生の研究を取り上げたいと思
います。アニメーターの労働において蓄積されてこな
かった「アニメーターの組織」「組織の一員としての
アニメーター」の内実を明らかにする研究です。職場
観察が中心的手法ですが，それに加えて，アンケート
調査，インタビュー調査，ビデオ撮影が実施されてい
ます。これらを組み合わせることで，アニメーターの
労働における組織の内実を明らかにしようとしていま
す。
　労働研究としての本書の意義は，やりがい搾取など
の言葉で語られることが多かったアニメーターの労働
問題に新たな知見を与えている点が挙げられます。ア
ニメーターの労働事情については低賃金のような労働
条件に焦点を当てた研究が多い印象がありますが，こ
の研究は，アニメーターの組織，組織の一員としての
アニメーターという観点からアニメーターをとらえて
おり，経営学を専攻する私としても親和性を感じる内
容でした。
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　アニメーターはスタジオに集まって仕事をするとい
う点に着目して「アニメーターの組織」「組織の一員
としてのアニメーター」という観点から，37 回（37 
日）・164 時間のフィールドワークを実施して，仕切
り板などのある視界が遮られた個人的空間で各々が仕
事を進めながらも，定まったタイミングで打ち合わせ
を行うなどの協働がなされていることも明らかにして
います。また，労務管理や人材育成についても考察が
及んでおり，アニメーターが同じ場所に集まり「組織
の一員」として働くことの意味を明らかにしています

（たとえば，人材育成の場合，先輩から後輩への対面
指導のほかにも，原画を直に見ることなどが技能形成
につながっている）。
　本書のアニメーターたちは，先ほどの松永ほか

（2020）で取り上げられているフリーアドレス化とは
対照的に，個人スペースが決まっていて視線も遮られ
ている空間編成が取られています。しかし，在宅（テ
レワーク）ではなくそこに集まることのメリットがあ
り，働く場所としての適切さがそこにあることが示さ
れています。たとえば，しかるべきタイミングで打ち
合わせをしたりとか，あるいは，フリーランスのアニ
メーター同士が集まって先輩格に当たる人に教えても
らう場を提供してもらったりすることで，そこが人材
育成の場になっている様相も明らかになっています。
この観察を通じて，フリーランスが集まって働く意味
を明確に描き出す研究として面白い研究だと言えま
す。働く場の柔軟性が喧噪（あるいは強要）されるな
かで，本書のアニメーターの事例を通じて，フリーラ
ンス同士が「場」を共有することの意味，働く場所－
個人の関係だけではなく働く場所－集団（＝成員間の
相互行為が生じる場）の関係としてとらえるべきであ
るという示唆を示した点は本書の貢献といえます。
　方法論についての記述も参考になります。「なぜ，
エスノメソドロジーなのか（必要なのか）」について，
エスノメソドロジーの説明をしたうえで，本研究でエ
スノメソドロジーが必要となる理由を明確に示してい
ます。松永先生は，エスノメソドロジーは「しばしば

『主観主義』もしくは『主体主義』の社会学として扱
われることがある。しかしこうした理解は正しくな
い」（松永 2020：23）として，エスノメソドロジーの
説明可能性と相互反映性について説明しており，調査
方法に明るくない者にとっても「エスノメソドロジー
が何であるのか」が分かる記述になっています。この

点は，今後の労働調査研究（および研究者養成）に一
役買うと思われます。本書は今後の労働調査研究の深
化，および，労働研究者になりたいと思う人にとって
参考になると思われます。

村上由紀子 編著（2019）『グローバル研究開発人
材の育成とマネジメント―知識移転とイノベ
ーションの分析』

　田中　松永先生の研究は観察手法で職場を描くもの
だったのですが，本書は定量手法を使い，組織を多面
的にとらえることを試みた研究です。
　オープンイノベーションや多国籍企業における研究
開発（R&D）などの近年の研究開発マネジメントを
ふまえて，研究開発者の人たちの知識共有を進めるに
はどうするべきなのかという問題に焦点を当て，多国
籍企業の日本本社 R&D 組織と海外子会社 R&D 組織
の関係，R&D を実行する個人の行動といったものが
イノベーションに与える影響を分析しています。企業
内の本社－子会社とその地域的分散といったマクロ的
フレームと組織内での個人間の知識共有やリーダーシ
ップなどのミクロ的フレームの分析がなされていま
す。
　調査法は，主には，アンケート調査をもとにした定
量分析です。主に労働経済学者と経営学のなかでも定
量研究を行う研究者たちが集まって書いている著書で
す。ただし，アンケート実施前に対象となる企業を含
む製薬，自動車，電機企業の日本本社 R&D，海外
R&D 組織でのインタビュー調査を実施しています。
そのうえでアンケートを設計するというオーソドック
スなアンケート調査の手続きを取っています。本書の
特筆すべき点は，組織・職場・個人という単位で同じ
企業内で複数の調査が実施されている点です。
　アンケートは 4 つ実施されており，海外 R&D 子会
社を対象とした「海外調査」，日本の本社 R&D 組織
を対象とした「国内調査」，海外・国内調査対象企業
の研究開発者個人を対象とした「個人調査」，R&D チ
ーム単位で調査を行った「チーム調査」があります。
この 4 つが 1 つの対象企業のなかで並行して行われ
ています。これらの調査データを使って，たとえば，
国内調査と海外調査を組み合わせて本社－子会社の関
係とその影響を明らかにすること，チーム単位での調
査でチーム内のコンフリクト，リーダー行動や創造性
のそれぞれの関係についての考察がなされています。
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海外の子会社が感じている自分たちの組織としての自
律性と本社が与えている（と感じている）海外子会社
の自律性のギャップを国内調査との組み合わせによっ
て明らかにしています。また，チーム調査ではリーダ
ー 1 人につきチームメンバーを 1 つのダイアドとし
て調査が行われていて，チーム内でのどういったマネ
ジメントがメンバーたちにどのような影響を与える
か，などを検討しています。このような多層的な調査
をもとにした研究はそもそもの実施可能性が高くない
と思われるなか，複眼的に日本の多国籍企業のグロー
バル R&D や研究開発者の行動をとらえている点が本
書の独自性であり貢献といえると思います。
　この研究は対象企業が協力的だったというのもある
のですが，複眼的に 1 つの組織を見るという調査手法
であって，定量研究のなかでも貴重な研究ではないか
な，と思い，取り上げさせていただきました。

石田浩・有田伸・藤原翔 編著（2020）『人生の歩
みを追跡する―東大社研パネル調査でみる現
代日本社会』

　有田　私からも量的調査の動向を紹介したいと思い
ます。近年量的調査のなかでは，パネル調査が充実し
てきていますね。パネル調査というのは，同じ対象，
たとえば同じ個人や企業に対して繰り返して調査を行
っていくという手法で，それによっていろいろな新し
いことが分かるという利点があります。その反面，調
査の費用や手間が大きかったりもするわけですけれど
も，このパネル調査が世界的にも社会調査の新しい潮
流として発展してきています。
　このパネル調査データに基づく研究成果として，私
も編者の一人に名を連ねているので恐縮ではあります
が，本書を取り上げたいと思います。
　本書は，若年壮年を対象として十数年間継続してい
る「働き方とライフスタイルの変化に関する全国調
査」（東大社研若年壮年パネル調査）に基づいて，現
代日本社会における就業状況や家族関係等の変化とそ
の影響を総合的に検討したものです。対象者に 1 度だ
け調査を行う従来の社会調査に比べると，パネル調査
には「個人のなかで生じている変化に着目すること
で，因果関係のより確かな推定が可能となる」である
とか，あるいは「人々の経験しているさまざまな変化
の記述が可能となる」といった利点があります。この
本では，これらの利点を最大限に生かしつつ，現代日

本社会において人々が経験している「人生の歩み」
を，それが伴う格差などにも着目しながら描き出そう
としています。
　この本は，社会学の視点からパネル調査データの分
析を行っているところが特徴ではないかと思います。
パネル調査データはこれまで，計量経済学の分野で比
較的多く用いられてきました。その際には，いわゆる
固定効果モデルなどによって個人のなかでの変数の値
の散らばりとその関係を見ることで，観察されない異
質性を統制し，1 回限りのクロスセクションの調査で
は分からなかったような精緻な形での因果関係の推定
が可能になるという点が，パネルデータのメリットと
して注目されてきたわけです。
　一方，社会学者としては，その目的でしかパネル調
査データを使わないというのはちょっともったいない
なという思いがありました。実際 10 年余り調査を続
けていくと，調査対象の方がいろいろな経験をされて
いきます。「どんな方がどんな変化や経験を経られて
いるんだろう」という，まさに人々の人生の歩みを記
述的に描いていけるというところにもパネル調査デー
タの意義があるんじゃないかと考えて，そのような視
点からの分析も行っている点が本書の 1 つの特徴と言
えるかと思います。
　本書ではこのような視点から，この間の人々の所得
の変化や貧困経験，あるいは結婚やパートナーとの関
係，健康，住宅所有，社会的孤立，社会に対する意識
などの変化，そしてそれらに対して就業状態とその変
化がもたらす影響を明らかにしています。これらの総
合的な分析からは，貧困や孤立などの人生のリスクを
1 度でも経験した人々の比率は案外高いこと，転職や
結婚・出産などのライフイベントの経験が格差の再生
産や拡大の契機となっていること，その一方，人々の
考え方の根本的なフレームは案外変わりづらいこと，
などの知見が得られています。本書では，転職や結
婚，出産など，そういったライフイベントを経るなか
で人々は結構変わっていくという事実が示されてい
て，そういう点でも，パネル調査データはいろいろな
形で使えるということを理解していただけるといいか
なと。あ，ここは宣伝の場じゃなかったですね（笑）。
ともかく，そういうことを本書では狙ってみました。
　ほかにもパネル調査はこの間多く行われてきていま
す。労働に関するもので言うと，最近ではリクルート
ワークス研究所の「全国就業実態パネル調査」があり
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ます。この調査では，調査会社が保有している登録モ
ニターに対して割り付けを行い，母集団分布に近づけ
たうえで，オンラインでパネル調査が行われていま
す。この調査にはサンプルサイズが非常に大きいとい
うメリットがあるので，たとえば萩原（2018）で扱
われている「就業を希望していなかったのに翌年就業
した人」など，これまでの調査ではなかなか見えてこ
なかった，特定の経験や属性を持った就業者にもスポ
ットライトを当てられるという利点があるように思い
ます。

●ディスカッション

　オーラルヒストリーの課題

　池田　オーラルヒストリーは本誌 2015 年 12 月号
の特集でも取り上げていますし，もう 1 つ，有田先生
と私が編集委員をしている『社会と調査』という社会
調査の専門誌の第 26 号（2021 年 3 月発行）で「企業
組織を調査する」という特集をしているのですが，そ
こでも取り上げています（山下 2015，2021）。オーラ
ルヒストリーは，それだけ息の長い調査手法の潮流に
なっているのだということを私も感じています。
　首藤　オーラルヒストリーは，口述の史料ですの
で，分析され，研究されてこそその意味が出てくるも
のだと思います。今日，史料は多く積み上がってきま
したが，労働史や組合運動史を研究する人は減ってい
るように思われ，この史料が今後十分に活用されてい
くのか懸念する部分もあります。
　田中　オーラルヒストリーのデータをどう使うか
は，今後やはり考えるべきポイントだなと私も思って
います。オーラルヒストリーは解釈主義的なところで
とどまるリスクがあるのではと危惧しています。それ
でよいという議論はあるかもしれませんが，リッチな
データがあるのならば，そこで止まってしまうのはも
ったいないと思います。実証主義のステージでも活用
されるべきだと思います。ソフトウェアの進展と価格
の低廉化もあり，今後はテキスト分析が今よりも盛ん
に行われるようになると思われます。たとえば，経営
学分野では柿沼（2021）のような計量書誌学的研究
も出てきています。その流れに乗り，テキスト分析と
してオーラルヒストリーのデータをいかに活用するべ
きかということは，データ蓄積が一定程度なされた現
在の局面で考えるべきではないかと思います。

　あくまでもオーラルヒストリーなので再現可能性
云々という話にはならないとは思いますが，実証主義
的な手法によって何らかの新たな知見は得られるんじ
ゃないかなと期待したりもします。
　首藤　たしかに他の調査手法を取り入れると，新た
な研究の発展がありそうですね。
　池田　職場の現状を聞き取る調査の結果についてテ
キストマイニングをしているなら，過去の歴史であっ
ても同じく聞き取りの結果であるオーラルヒストリー
をテキストマイニングによって分析するということ
は，理屈のうえではできなくなさそうです。対象の性
質になじむかどうかはまた別だと思いますが。
　田中　文書に書かれた規則と職場の実態を把握する
うえでは，管理職へのインタビュー録と従業員のイン
タビュー録で 1 つの人事制度に対して語ってもらうと
なったら，両者のギャップ（乖離）を見られるわけで
すよね。そういう使い方は有効なのかなと思います。
　人的資源管理において HR システムをどういうふう
に帰属させていくかという，HR アトリビューション

（HR Attribution）という領域があります。そこでは，
しばしば管理職が描いた制度（の主旨）と現場の運
用・解釈というのは違うものだという主張があって，
そういうギャップを如実に描き出すことは定量分析だ
と難しいと思うんですよね。認知ギャップを算出して
その差分をギャップとみなすことはできるかもしれま
せんが。やはり，こういったケースでは，インタビュ
ーデータを使う定性的な分析をするべきだと思いま
す。さらに踏み込んで言うと，いざ定性的な分析をす
るとなったときに，せっかくテキスト分析手法がある
のだから，もっと使われても良いのではないかな，と
常々思っています。やりたいと思いつつ，手をつけて
いない私が言うのもおかしいですが。
　もちろん，協力企業が出てくるかどうかという問題
はありますが，そういう研究を実施するニーズは実務
的にもあると思いますし，研究としての我々がやるべ
き 1 つの手法としてもありじゃないかなと思います。
　首藤　1 人で全部の研究手法を駆使して研究を進め
ることは，やはりなかなか難しいので，違う研究手法
の人たちと共同で研究するようなネットワークづくり
が実は重要なのかもしれないですね。

　エスノメソドロジーの可能性

　首藤　エスノメソドロジーという研究手法は私も大
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変興味深いと思って読みました。ただ，ここでの「場
所」とは目に見えている場所ですよね。
　コロナ禍の働き方を見ると，目に見えない場所，た
とえばクラウド上やチャット上で行われる会話が増え
ているように思います。IT 技術の進化によって，研究
上も「場所」の概念が変わってくる可能性はあるので
しょうか。たとえば，チームワークをどうつくるのか
を見るときにも，ビデオで撮影して把握するのは，具
体的な見えている場所があれば可能なわけですが，目
に見えないところで交わされる会話や，そこで築かれ
るチームワークもつかんでいかなければならないわけ
ですよね。人と人の会話がネットワークやチームワー
クをつくるという本質は変わりないのだと思います
が，それをどうやって把握するか，という点では変化
があるのでしょうか。
　田中　私も同じ疑問を持ちます。エスノメソドロジ
ーの場合，観察が前提ですので，首藤先生がおっしゃ
った目に見えない観察，たとえば，現在の遠隔で仕事
を行う，見えないところ，たとえば SNS のチャット
上でやり取りが行われているということもあります。
そのように把握できない部分がすごく多い状況で離れ
離れで仕事しているという状況で，職場において観察
できないものはどうとらえるのかは疑問です。これ
は，今後の調査の新しい潮流の話にもつながってくる
と思うのですが，そういったクローズドとされた情報
をいかに観察するか・研究するかは今後一層検討され
るべきポイントだなと思います。

　要素抽出型の研究と文脈理解型の研究

　池田　量的調査に話を移したいと思いますが，パネ
ル調査は学際的な手法としてかなり広がっています
ね。もともとは樋口美雄先生の研究グループが家計経
済研究所でパネル調査を始めたことを機に広がりまし
た。そういう意味では，経済学が先行して開発してき
た調査手法だと思うのですが，社会学と経済学とでは
パネル調査の考え方に違いはあるでしょうか。
　有田　そうですね。やはり少し観点が違うことによ
って分析の方法ややり方が違ってくるのかなという印
象です。経済学では，先ほども言ったことの繰り返し
になりますけれども，固定効果モデルを使って，因果
関係の特定というところにより強くフォーカスするの
に対して，社会学だと，変化や経験の記述，たとえば
どんな人が持ち家を買うのかとか，貧困を経験するの

かといった問題にもより強く関心を持つように思いま
す。これは，『労働・職場調査ガイドブック』にも含
まれていたライフヒストリーに対する関心に近いとこ
ろがあると思うんですね。そういう問題にもパネル調
査からはアプローチできますので，そのような社会学
的関心に基づいたパネルデータ分析もできるというこ
とかと思います。
　池田　有田先生がおっしゃっていた因果推論と田中
先生のおっしゃっていたテキストマイニングは，どち
らも調査によって観察された事実をもとの文脈から一
度引き離して，要素として分析し，その結果を解釈と
いう形で文脈に戻す作業ですね。今は，そうした要素
抽出型の分析がコンピュータでいろいろできるように
なっていますよね。ですが，先ほど有田先生が社会学
と経済学のパネル分析の違いとして言及されていたラ
イフヒストリーやオーラルヒストリーというのは，あ
る種のストーリーを紡ぎ出す作業ですね。観察した事
実を文脈から引き離さない手法です。首藤先生や有田
先生のお話をうかがっていると，ストーリーつまり文
脈を理解するところから出てくる知見というのは，要
素を抽出して分析した結果に基づく知見とは違うかも
しれないという印象を持ちました。要素抽出型の研究
がいくら発展しても，文脈理解型の研究の意義が失わ
れることはないということです。
　有田先生は社会学がご専門ですが，質的調査で注目
している研究はありますか。
　有田　私自身は主に量的調査を使った分析・研究を
やっていますが，個人的には質的な研究を読むのも割
と好きなので，そういう視点からまず 1 つ挙げておく
と，社会学の領域で参与観察を行った事例として，打
越（2019）があります。
　この本は，著者が実際に建設現場で働きながら参与
観察を行って，沖縄の建設業における労働現場がいか
に地元の若者の人間関係の中に埋め込まれているかと
いう観点から，沖縄社会における若者の人間関係，さ
らにそれと労働との関係を描いた成果です。自ら建築
現場に入って，参与観察を行うことで描き出されるリ
アリティは圧倒的で，私も非常に面白く読みました。
　池田　社会学は関心が広いですよね。先ほどのパネ
ル調査で職業キャリアを追跡するといっても，ただ単
に仕事のキャリアだけがあるわけじゃなくて，家を買
ったりとか，結婚したりといったことも含む，人生の
一部として職業キャリアがあるわけですよね。
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　打越（2019）も，暮らしというか広い意味での生
活というものがまずあって，その生活の中に仕事をし
て，収入を得てという営みがある。沖縄の若者の生活
の一部として，その人たちの仕事を描き出しているわ
けです。労働市場や職場というものを閉じた空間，他
の生活領域から独立したアリーナとして見ていないん
ですよね。
　首藤　打越（2019）は私も読ませていただき，興
味深い研究だと思いました。内部に入り込み，時間を
かけて参与観察されていますよね。ただ，深く入り込
むことで知りえた情報や知識をいかにして客観化でき
るかという点が，研究手法として難しそうだと感じま
した。それと，先ほど池田さんがおっしゃったよう
に，この本での労働の現場は，生活の場とほぼ一体化
していますよね。労働現場だけを見ていても駄目なん
だということを改めて感じました。
　有田　社会学は労働だけじゃなくて，それ以外のと
ころも見ているという点は，別な言い方をすると，も
ともとは別のところを見ているんだけれども，やっぱ
り労働や仕事の問題が重要だから，そちらのほうにス
コープが寄ってしまうということでもあると思うんで
すよね。だから社会学者は，労働や仕事の問題を専門
にされている方の研究を参照することが多くあります
し，それらの知見を，社会学にまた持ち帰って生かし
ていくというプロセスが必要になるように思います。
　それから，要素と文脈の問題に関していうと，社会
学は行為者の解釈とか，そういった主観的な部分にも
注目するので，社会調査でも本人の意識や評価につい
てたくさん尋ねます。社会学は，まず外的な環境があ
って，それに対する主観的な評価や解釈があってはじ
めて行為につながっていく，というような考え方をす
るので，そうするとどうしても意識や評価の部分を見
ることが必要になりますし，やはりインタビューと
か，そういった調査の知見を生かすことも大事になっ
てくるように思います。こうしていろいろなタイプの
調査がつながってくるという面もありますよね。
　私は社会学が専門ですけれども，さらに言うと，地
域研究が出発点でもあるので，まず現地の人の話を聞
いて，それをふまえて分析を行っていくことが大事で
した。ですので，今でも，インタビュー調査に基づく
研究を参考にしながら問題を立てて，量的分析を行っ
ていくというような面はやはりありますね。
　そういう意味で，首藤先生が紹介された『日産・ル

ノーアライアンス』，私もすごく面白く読んだんです
ね。首藤先生も先ほど述べられましたが，ルノーと連
携しても，日産の人事管理制度はそれほど変わらなか
ったと。
　一方で，中国の東風汽車との連携に関していうと，
日産から派遣された方は，東風汽車の制度はやはりい
ろいろと合わないところがあるということで，実際に
人事管理制度を大きく変えたという話があって，この
あたりのコントラストをどう理解すればいいのかなと
いうあたりを，すごく面白く感じながら読みました。
　首藤　日本企業が海外に工場や事業所をつくり多国
籍化したとき，どこまで日本的な労使関係，日本的な
雇用システムを現地に移転できるかというのは，1980
年代ぐらいから盛んに研究されてきましたが，現地工
場はハイブリッド化すると指摘されてきました。日産
についても，当事者たちはそんなに変わってないと語
っていますが，実際検証してみると，ハイブリッド化
している可能性もあるのではないかと私は見ていま
す。
　有田　面白いですね。
　首藤　たとえば，取引先との関係は大胆に変更して
いったと書かれています。そうした決定をする組織に
変わったという面もあるわけで，それもふまえて変化
の度合いをどう評価するのかは，やはり研究者が分析
してみないと分からないのではないかと思います。
　池田　どんどん文脈を求めていくと，どんどん想像
力が膨らんでいく部分があります。その一方で，デジ
タル化して要素を取り出していくと局所の関係性がよ
りクリアになる。そういう意味でも，調査手法の多様
化ということとうまく付き合うと，これからどんどん
新しい研究が出てくるのかなと思います。

　パネル，定点観測，ワンショットの長所と短所

　池田　もう 1 つ，量的調査に関していうと，パネル
調査だけでなく，「社会階層と社会移動に関する全国
調査」（SSM 調査）のような大規模な定点観測調査も
あります。ほかにワンショットつまり 1 回切りの調査
もありますね。有田先生は，全部関わっていらっしゃ
ると思うので，パネル調査と定点観測調査とワンショ
ットの調査の関係は，どのように考えたらいいか，お
考えをお聞かせいただけますでしょうか。
　有田　やはりそれぞれの調査にそれぞれ良いところ
があるので，それを生かした調査はこれからも残るん
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だろうなと思います。
　パネル調査のよさは，先ほどお話ししたとおりです
けども，ワンショットの調査には，新しいテーマに切
り込めるという強みが明らかにあると思うんですね。
パネル調査をやっていて何が一番残念かというと，前
からある質問をずっと継続して調査することが基本な
ので，新しい質問を追加するのがちょっと難しかった
りすることなんです。もちろん新しい質問を入れたり
はしていますけれども，たくさんは入れられないの
で，その時代時代に合った質問をたくさん含められる
という点はワンショットの調査の強みだと思います。
　池田　経営学ではどうですか。
　田中　経営学の領域では，事例調査と定量調査が併
用されています。石田光男先生やその門下の先生方の
ように，継続的に 1 つの企業の中に入り込んで何かを
明らかにしていくという定性的な手法があります。他
には，イノベーションを起こした要因が何なのかとい
うのを定性的に分析するというケースもあります。
　また，量的調査は領域によって 2 パターンあると思
います。1 つは，（労働）経済学的な外生変数の影響を
重視して，内生変数と外生変数を分けた分析をする。
もう 1 つは心理学的・組織行動論的なもので，因果関
係をイメージして，こういう HR システムがあって，
あるいはリーダーシップスタイルによってメンバーの
行動がどのように変容したといった因果関係を明らか
にするものです。ただし，この場合内生変数間の関係
を見るものも多いです。そのため，コモンメソッドバ
イアス（たとえば，同一の回答者が同一の質問紙で結
果と原因の変数が両方含まれる状況で答えると，そこ
に一貫性を求めて回答してしまう，など）を避けるた
めに，複数の波を設けて調査を実施して分析する，と
いう手法を取る研究も増えています。個人的には，こ
の手法は良いと思うのですが，数週間や１カ月といっ
たインターバルを設定しているケースも多く，その期
間中でも変数の中には変動する変数もあれば，ステー
ブルな変数もあるわけなので，経済学者の人とは分析
結果の是非や解釈についていつも議論が起こります

（少なくとも私の周りでは）。しかし，その一方で，何
波か持つ調査でなければ，多くの海外のジャーナルで
は一発でリジェクトされるという話はよく聞きます。
　とはいえど，現状ではワンショット調査が多いとは
思います。予算の関係が一番大きいと思います。研究
費の助成期間が数年単位であり，それほど額も多くな

いので（笑）。ワンショットの場合は，おそらくなじ
みが良いのは外生変数と内生変数をきっちり分けた分
析でしょう。それであれば，ワンショットでも因果関
係を示せると思います。とはいえ，「因果関係と言っ
ているけど，これ相関関係だよね」みたいな研究が結
構多いというのが実情ですので，因果関係の厳密性を
考えると，経営組織や人的資源管理の研究においても
パネルデータというのは必要性が高いと言えます。先
ほど有田先生がおっしゃったように，リクルートワー
クスなどが行っている調査は今後の研究者がお手本に
するべきだろうと思います。
　池田　労使関係研究は，時間をかけてじっくり調査
したほうがいいと言われていますが，でも，そうする
と新しい研究の動きに対応できなくなっていく面があ
りますよね。
　首藤　労使関係論は，あまり変化が見られないとい
うふうにも言われますが，ただ，たとえば非正規雇用
に焦点を当てた研究が出てきたり，企業別組合だけで
はなく，地域ユニオンに焦点を当てた研究が出てきた
りという変化はあります。労使関係研究の主流は，む
しろそちらになりつつあるかもしれません。
　池田　手法の話だけで結構盛り上がりましたね。次
はテーマの動向に行きたいと思います。

Ⅱ　調査テーマの動向

　1　新型コロナウイルスの影響

　池田　最近の研究潮流を象徴するようなテーマとい
うことで話をしていきたいと思いますが，まず何とい
っても新型コロナウイルスの影響が挙げられます。こ
のテーマは量的調査が目立ちますので，はじめに有田
先生からご紹介いただきたいと思います。

●主な研究成果

樋口美雄／労働政策研究・研修機構 編（2021）
『コロナ禍における個人と企業の変容―働き
方・生活・格差と支援策』

　有田　はい。この間の大きな出来事であるコロナ禍
と労働との関係に焦点を当てた調査として，JILPT が
個人と企業を対象にしたパネル調査は重要だと思いま
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す。日本で新型コロナウイルスの感染が拡大して間も
ない 2020 年の 5 月から，JILPT は約 3-4 カ月の間隔
で「個人パネル調査」と「企業パネル調査」という 2
つのパネル調査を実施しています。パネル調査データ
の効用は先にも述べましたが，コロナ禍のような大き
な出来事が生じた前後の変化を正確にとらえられる点
も，その重要な意義として付け加えられるのではない
かと思います。特に学術的な目的のために，企業を対
象としたパネル調査が行われた例は非常に少ないです
し，コロナ禍のなかで個人や企業がどのような経験や
変化を経てきたのかを正確にとらえられるという点
で，これらの調査は大変貴重なものだと思います。
　本書は，これらの 2 つのパネル調査のデータを用い
て，コロナ禍が生じて以降の個人と企業の変容を，経
済学者と社会学者が共同で分析した，まさにタイムリ
ーな研究の成果です。パネルデータを使った分析の利
点は本書でいかんなく発揮されていて，たとえば企業
パネル調査の分析結果について言えば，雇用調整助成
金を受給した企業は，そうでない企業に比べて人件費
の削減が抑えられ，この制度は雇用や賃金の維持のた
めに有効であったなどの重要な知見が得られていま
す。このほか個人パネル調査データを用いては，コロ
ナ禍における在宅勤務とその影響や，主観的ウェルビ
ーイングの変化など，ひとびとの働き方や生活の変
化，ならびにそこに現れる格差についての分析が幅広
くなされています。
　この調査，何といっても，新型コロナウイルスの感
染が広がりはじめた 2020 年の 3 月にプロジェクトチ
ームが組織され，その 2 カ月後になりますか，5 月，6
月に初回の調査を実施し，その後も数カ月おきに複数
回調査を実施して，その結果に基づく本を 2021 年 11
月に刊行しているというのは驚異的なスピードで，正
直すごいなと感じています。危機的な状況が訪れるな
かで，JILPT という 1 つの研究機関が全力を挙げて調
査の設計と実施に当たり，また全力で研究者の組織と
分析に当たられたということが非常によく分かりま
す。それらのご尽力のおかげで，今後の政策立案にも
生かしうる貴重な成果が得られているのだと思いま
す。
　このほか，リクルートワークス研究所の「全国就業
実態パネル調査」でも臨時調査としてコロナ禍が就業
に与えた影響の捕捉が試みられていますね。

江夏幾多郎・服部泰宏・神吉直人・麓仁美・高
尾義明・矢寺顕行（2021）『コロナショックと就
労―流行初期の心理と行動についての実証分
析』

　田中　この研究は，コロナ流行下の 2020 年 4 月と
7 月に実施したアンケート調査を基に，コロナ流行下
における就労者に焦点を当てて，流行下で起こってい
ることにおいて何が特殊なのか，何が流行に関係なく
普遍的なのか，過去と異なるのかというのを明らかに
することを目的としています。
　本書のリサーチクエスチョンは以下の 4 点です（江
夏ほか 2021：13 より引用）

① COVID-19 流行下の就労者の就労上，および就
労外の状況はどのようなものか。それらの状況は 
COVID-19 流行前と比べてどう変化したか。

② COVID-19 に就労者と彼らを雇用する企業はど
う対応したか。

③ COVID-19 への対応の過程で就労者はどのよう
な心理・行動を示したか。

④就労者の就労上の心理・行動はどのような要因
によって形づくられるか。

これらの問いへの回答として，たとえば，
⃝ COVID-19 流行下における関係性の希薄化が仕

事の非効率さを増し，会社への愛着を減ずるよ
うに働いている。

⃝就労者の適応行動としての両利き行動（＝新し
い考えを深めたり試したりする「探索」と既存
の知識を研鑽して掘り下げる「深化」）はプロア
クティブパーソナリティと潤沢な社会関係資本
を有している者，そして所属企業の緊急時 
COVID-19 対応が充実していた者で見られた。

⃝就労時間の減少は WFC（Work Family Conflict）
を低減させる一方で，家事・育児時間の増加は 
WFC を増加させていた。

などの結果が得られています。このように多岐に渡
り，COVID-19 に よ っ て 就 労 者 に 起 こ っ た こ と，
COVID-19 流行下にマネジメントが就労者の行動や 
WLB に与えた影響などを実証的に検証しています。
　調査手法は，オンラインアンケート調査が採用され
ています。著者たち（大学所属研究者）とリクルート
ワークスの共同調査です。インテージ（調査会社）の
モニターを対象とした調査で，2020 年 4 月と 7 月に実
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施されており，1 回目調査で 4363 名，2 回目調査はそ
のうち 3341 名から回答を得ています。
　この研究は，就労者の行動や心理状況に影響を与え
る要因は何なのか，などについて研究している組織行
動論を専門とする筆者たち，経営学のなかでも比較的
心理学寄りの研究者たちが集まって進められたプロジ
ェクトなので，心理学，組織行動論の先行研究に基づ
いて質問項目が構成されています。就労者に焦点を絞
っているので，たとえば就労者間，労働者間の関係の
希薄化が組織への愛着を減じたとか，あるいは，新し
い考えを深めたり試したりする探索行動と今まで持っ
ている知識を研鑽して掘り下げる深化の行動，いわゆ
る両利き行動は何事に対しても前向きなプロアクティ
ブなパーソナリティを持っているとか，あるいは社会
的な関係性，関係資本を持っている人のほうが両利き
行動は取りやすいだったりとか，あとは，ワークとフ
ァミリー，ワーク・ファミリー・コンフリクトが，労
働時間が減ったことによって解消されたんだけど，家
事・育児の時間が逆に増えたので，それによってコン
フリクトが生じている場合もあるというような形で，
労働者において何が起こっているのかというのに焦点
が当てられた研究です。
　先ほども少し触れましたけど，因果関係というのは
心理学の領域では特に重視される傾向があると思いま
すので，オンラインアンケートでワンショットのみだ
と因果関係の妥当性が怪しいという問題が出るのです
けど，この調査は 2 ショットやっています。また，今
回，コロナ禍だったのでオンラインで実施せざるをえ
なかったというのもありますので，オンラインアンケ
ートがしかるべき方法だったのだろうと思います。オ
ンラインアンケートはサンプリングの問題などによっ
てしばしば妥当性が問われることも多いですが，コロ
ナ禍ではオンラインアンケートを実施せざるをえなか
った点，即時性を重視したと思われる点から，本研究
においてはオンラインアンケートが適切な方法であっ
たと言えるかと思います。
　本書の最大の特徴は，平時とは異なるCOVID-19 流
行時の就労者の心理・行動に着目して体系化した研究
書となっている点です。今後 COVID-19 時に収集さ
れたデータをもとにした研究はたくさん出てくると思
いますが，早い段階から調査研究を進めて完成度の高
い研究書であり，今後のレファレンスになる成果だと
思います。その一方で，本書の研究は組織行動論を中

心に先行研究に依拠して調査設計・実証分析がなされ
ています。先行研究が示す理論通りの結果が見い出せ
た場合，それにより先行研究の頑健性すなわちその理
論が平時でも緊急時でも普遍性を持つことが確認でき
ます（就労環境の変化に伴うWLC, など）。 COVID-19
流行下という前提がある調査分析を通じて，頑健な理
論・命題が明らかになった，という点でも学術的な価
値を有しているといえます。
　また，産学共同プロジェクト大学所属の研究者とリ
クルートワークスの産学共同研究である点も注目する
べき点だと思われます。産学共同にすることで，大学
の世界の理論ベースでありながら少し遅い感じと，リ
クルートをはじめとする民間企業の素早さがうまくマ
ッチした研究です。多少時間をかけてでも先行研究を
十二分に吟味したうえで物事をとらえようとするとい
う研究者のやり方と即時性を求める（求められる）民
間企業のやり方というふうに乱暴に二分してはいけな
いことは重々承知していますが，大学と民間シンクタ
ンクの強みがうまくハイブリッドした形で進んだ研究
なんじゃないかなというような印象もあります。その
点も今後研究者が参考にするべきポイントだと思いま
す。
　もう 1 つ，この研究の意義ですが，先ほど有田先生
が取り上げられた JILPT の調査と同じく，コロナが
流行したとき，流行下において何が起こっているかと
いうのを注目して，それを体系化して研究書としてま
とめられたのが最大の価値であって，今後，コロナ時
に何が起こったかとか，何が起こっていたかという研
究はどんどん増えていくと思うんですけども，一種の
レファレンスになる研究だろうなと思います。
　この研究の特徴は，組織行動論の方法論に依拠して
先行研究を基に調査設計がしっかりなされている点で
すが，よくこのスピード感で成果をまとめて出版して
いることに尊敬と驚きを持ったというのが正直な印象
です。

●ディスカッション

　コロナ調査の意義と課題

　池田　首藤先生はコロナ関係の調査にどのような印
象をお持ちですか。
　首藤　コロナの影響がどれほどあったのかという統
計を見ていると，実態が見えにくい部分が多いなと感
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じることがあります。そのため，こうした細かい調査
データが出てくることの重要性を感じています。実態
が見えにくいと申し上げたのは，コロナで影響を受け
たのは，サービス業が多く，かつ女性や非正規雇用で
働いている人が多いことと関係しています。たとえ
ば，労働統計のなかでも失業率は基幹的なデータだと
思いますが，日本の失業率はコロナ禍でもそんなに上
がっていません。しかし，労働政策研究・研修機構

（2021b）を見ると，雇用は維持されていても，週 5
日働いていたけれど，週 3 日や週 2 日になってしま
い，掛け持ちで仕事をしなくちゃいけなくなったとい
う話がたくさん出てきます。
　コロナの影響を見るにあたり，調査のあり方という
よりは，概念や定義の話になりますが，たとえば失業
の定義を再考したほうがいいのかなと感じています。
従来，日本では調査期間に少しも働いてない人を失業
者としてきました。でも，少しは働いているけど，ほ
ぼ失業しているような人もいるかもしれません。コロ
ナ前からあった問題ですが，非正規雇用や女性という
雇用形態格差や男女格差の問題が絡み合って，そうし
た状況が生まれているように思います。しかし，その
実態がデータとして示されているのかな，と疑問に思
うところはあります。
　リーマンショックのときは，製造業の男性の派遣切
りが問題になり，ある種の貧困が目に見えたように思
います。対して，コロナは，雇用は継続されていた
り，雇用調整助成金（雇調金）で所得保障はされてい
たりするのですが，でも生活水準を大きく下げないと
いけなかったり，それだけでは困窮していたりする人
がいます。たとえば，ヨーロッパには「部分的失業」
という概念があり，労働時間が減った場合，減った部
分を失業とみなす考え方もあります。これらの研究を
見ていると，従来の調査手法のままで，実態を捕捉で
きているのか考えさせられます。
　池田　災禍が起きたときに，まず量的調査ができて
いるということが，多分今回すごく特異な状態です
ね。私も中越沖地震のときにアンケート調査を延期し
た経験があるのですが，関西で言えば阪神・淡路大震
災だし，関東で言えば東日本大震災のときは，とにか
く身動きが取れないから，アンケート調査にお答えく
ださいなんて言えない状態です。
　そうすると，どっちかというとまずフィールドに入
るというところから調査が始まる。つまり，質的調査

ですね。現地をまず見に行く。何が起きているか観察
して記録を取るというところがまずあって，少し落ち
着いてきた段階で量的な調査もできるようになってく
る。しかし，今回のコロナ禍では，事が起きた直後に
アンケート調査をしているわけです。リアルタイムで
量的なデータを取れたということは，歴史的な記録を
残すという意味ではすごく画期的な試みだったわけで
すよね。だけど，首藤先生がおっしゃるように，調査
票から見える景色だけでは見落としている面がある可
能性は否定できないですね。
　首藤　そうですね。従来の枠組みの調査票では見え
てこないものが，もしかしたらあるのかもしれない，
という点が気になります。
　田中　今の首藤先生のご指摘は，私も同じことを思
っていて，リーマンショックのときは，男性，製造業
という日本的雇用システムの本丸が影響を受けたの
で，豊富なデータを取れたと思います。しかし，今回
は，見えてこないけど苦境に立たされている人がいる
こと，たとえば女性・非正規という人たちは影響を受
けているはずなのに相変わらず見えてこないという点
は懸念しています。これは後ほどの議論にもつながる
かもしれませんが，研究設計，たとえばアンケート作
成などにおいて，我々研究者（もしかすると私がそう
だけかもしれないですけど）が日本的な雇用慣行とい
うものを強く意識していて，それを前提に調査票を作
っているという点があるんじゃないかなと思ってい
て。
　首藤　たとえば，フルタイムで働いていることを前
提に調査票が作られていたりすると，見えにくいかも
しれません。コロナの影響を受けている人たちは，も
ともと週 3 日とか，シフトを組んで柔軟に働いていた
かもしれません。そこで生じた失業や困窮をどう把握
しようとしたのかなというところが気になります。
　池田　この問題は調査実施のスピードとトレードオ
フになりますよね。まず肉眼で観察できる部分を見
て，実態の感触をつかんでから量的調査で把握すると
いう帰納的なスタイルでやっていくと時間がかかりま
す。先に枠組みを決めて演繹的にやるから早く調査が
できたという面はあります。
　首藤　そうですよね。
　池田　有田先生のご所属の東京大学社会科学研究所
は，東日本大震災を機に，危機対応に関する調査プロ
ジェクトを実施しています。そのご経験をふまえて，
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今回のコロナをめぐる調査の状況をどのようにとらえ
ておられるのかお聞かせください。本誌 2021 年 4 月
号（No. 729）の特集「ウィズ・コロナ時代の労働市
場」にもご寄稿いただいていますし，率直にお感じに
なっていることをぜひ聞かせていただきたいと思いま
す。
　有田　今ご紹介いただいたように，私の勤め先では

「危機対応学」というプロジェクトを行っていまして，
その関係で釜石などにも訪問する機会を得ました。そ
れらの経験をふまえて考えると，やはり東日本大震災
といった自然災害の場合は，特定の地域を起点とした
アプローチが，質的調査であっても量的調査であって
も可能であるという点がすごく大きな特徴だと思うん
ですね。
　ただ，コロナ禍というのは，そういう性質のものじ
ゃないので，どこかの地域を起点としてアプローチし
て，調査を行うということがまず難しくなってくるの
だと思います。
　私は，量的調査に関してこの問題が特に大きいと思
っていまして，たしかに今は，コロナ禍がこれこれこ
ういう影響を及ぼしたという結果を量的調査ですくい
取れています。たとえば垣田（2020）のような行政
サービスの利用者調査でもそうですし，ランダムサン
プリングの全国調査でもそうだと思います。ですが，
これからコロナ禍が収まって時間がたてばたつほど，
数千サンプル単位の全国調査では，その痕跡がどんど
ん見えづらくなってくるんじゃないかと思うんです
ね。これはリーマンショックの影響に関してもそうい
う印象を個人的には持っているんですけれども，あれ
だけ派遣切りですとかいろいろなことがあっても，全
国調査で社会全体を見ると，「あれっ，どこにその影
響が出ているんだろう」というような見えづらさがや
っぱりあるんです。本当に大変な状況にあった方とい
うのは確実にいらっしゃるんだけれども，全体に対す
る比率がそれほど大きくない場合，やっぱり社会全体
を対象とした調査だとどうしてもそこは見えてきづら
いんですね。だからと言って自然災害の場合のよう
に，特定の地域を起点としたアプローチもできないわ
けです。
　もちろん，渡邊勉先生が扱われた第二次世界大戦の
影響のように（渡邊 2020），そういったレベルであれ
ば，それは後から調査しても全国調査でその影響をす
くい取れるんですけれども，そこまでいかない，今回

のコロナ禍のようなショックだと，社会全体を対象と
した量的調査では，実際に大きな被害を受けた人々の
捕捉が難しいという問題が多分出てくるように思いま
す。ですので，今後そういった人々をどのようにター
ゲットとして調査を行うのかということ自体がこれか
ら我々の課題になっていくように思いますし，そうい
う意味では，ターゲットを絞って行う質的調査の重要
性も大きくなってくるように思います。
　池田　影響自体が見えにくいものをまず明らかにす
るという部分は，コロナ禍の特徴かもしれないです
ね。実際に感染している方や感染リスクの高い医療関
係者が長い緊張を強いられている状態から比べると，
一般企業でテレワークをしているかという議論は何と
なく危機感が薄いような印象を持たれるかもしれませ
ん。感染についてどれほどの危機感を持ってテレワー
クの実態をみているのかということですね。ですが，
いろんなものがまだ見えないから，人々がこの危機を
どう感じているかも分からない。仕事にも行けるし，
家族ともふだんどおりに生活ができているなかでの行
動制約というところがある。それは，有田先生がおっ
しゃるように，今までの自然災害やリーマンショック
のようなものと性質が違うコロナ禍の特殊性ですね。
　そうした，いろんな意味で，コロナ禍というものの
影響の見えにくさということを背景にしたときに，ま
ず誰に何が影響しているのかということをアンケート
調査によって迅速にとらえることができた。影響して
ないということも含めてですね。そういう意味では調
査をやった意義はあるし，有田先生がおっしゃるよう
に，いずれ風化していくというか，余計見えにくくに
なっていったときに，どこにターゲットを絞って質的
調査をやれば良いか，そういう面の当たりをつけるた
めのセンサーという意味でも，まず量的調査をやった
意義というのがあるのかなと思いましたね。
　有田　そこは強く私も同意します。
　池田　コロナ禍と調査というテーマでもう 1 つ，ポ
ストコロナということも考えたときに，調査手法とし
てのオンラインによる手法をどう評価するかというこ
とは，おそらく今後問われてくると思うんです。
　そのときに，オンラインアンケートの場合は，基本
的にサンプルの代表性という問題を担保しなきゃいけ
ないので，コロナが終わってもずっとオンラインでい
いよねと無条件には言えなくなると思います。住民基
本台帳を使えるときは使いましょうねとか，しかるべ
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きサンプリングはちゃんとしましょうねという結論に
なるんじゃないかと思います。
　一方，オンラインインタビューはどうでしょうか。
実際，インタビュー調査をオンラインでやるというこ
とが割とよく行われるようになってきていて，労働政
策研究・研修機構（2021b）もオンラインでインタビ
ュー調査を行っています。このオンラインインタビュ
ーというスタイルは，特に首藤先生，田中先生から見
たときに，どうですか。
　首藤　私も何回かオンラインで聞き取り調査をした
ことがあります。コロナ禍で直接会うことは難しくて
も，オンラインでしたらと言っていただき，オンライ
ンでさせていただきました。オンラインでも，こちら
が用意した質問事項に 1 つずつ答えていただき，必要
最低限のところは聞き取ることができたという印象を
抱いています。移動しなくて済むため，最初は，すご
く楽だなと思いました。
　ただ，私は，人間関係を築きながら本音を引き出し
ていくという部分も重要だと感じており，それはオン
ラインだと難しいと感じています。信頼してもらわな
いと，情報を開示してくれないところもあります。ま
た，ポロッとこぼれ落ちた話が，実は重要だったりす
るところもあるのですが，オンラインですとそうした
機会も少ないように思います。それと，何よりも実際
の職場を見ることができないので，そこに限界を感じ
ます。私は古いタイプなのかもしれませんが，今で
も，状況が許す限りはできるだけ現場に足を運ぶよう
にしています。
　田中　私もオンラインインタビューを何度かしたこ
とあります。おそらく，研究の進め方とか方法によっ
て，問いの立て方，問いの聞き方によってオンライン
インタビューの有用性は変わってくるだろうなと思っ
ています。たとえばインタビューでも，半構造化され
たインタビューみたいなものだったら比較的オンライ
ンになじむと思うんですよね。しかし，「実態を赤
裸々に語ってください」みたいな感じの話とか，ある
いは「裏の話もちょっと含めて話してください」とな
ると，オンラインで聞くのは無理だと思います。学会
報告でオンラインインタビューの結果をまとめたもの
とか，労働政策研究・研修機構（2021b）などでオン
ラインインタビュー調査の成果は出ているので，それ
自体を否定するわけではなく歓迎するべき新手法なの
ですが。

　しかし，たとえば制度導入の裏話だったりとか，あ
るいは，私の場合，次世代幹部育成，いわゆるタレン
トマネジメントに関するヒアリングで「ここだけです
よ」と言って次世代幹部育成の実態や資料を見せてく
れたり，オンラインでは絶対ありえないことを経験し
ています。先ほども出ていた制度と運用の実態，ある
いは制度の建前と運用の本音が詳しく聞けるというの
もありました。なので，私自身は対面がいいなと思っ
ています。対面じゃないと聞けないこと，見せてもら
えないことというのはやはりあるので，オンラインは
そこは限界があるかなと思って。
　ただ，時間の調整さえすれば，場所の調整は要らな
いというのはメリットなので，対象者によってはそっ
ちのほうがいいという対象者もいるでしょうし，一長
一短で，ケース・バイ・ケースで，オンラインにする
か，対面にするかと使い分けて考えていくのが今後主
流になるんじゃないかなとは，予想はしています。
　池田　ある程度定型的な質問に対して回答を得てい
って，多くの事例の横串を刺すような調査をやってい
くうえでは，場所の調整も不要だし，回答者の方にも
お家で協力してもらえば負担がかからない，というよ
うなメリットがあるということですかね。
　田中　そうですね。
　首藤　ただ，それですとアンケート調査とあまり変
わりなくなってしまい，なぜわざわざオンラインでイ
ンタビューしないといけないのか，アンケートに回答
してもらえばいいじゃないか，という気持ちにもなり
ます。
　田中　そうなんですよ。私も全く同じです。
　有田　私は質的調査は全くメインじゃないんですけ
ど，同僚の石田賢示先生が海外就業日本人の調査をや
っていまして，私も仲間に加えて頂いています。基本
はオンラインのパネル調査なんですけれども，一部の
方にはインタビューもしているんですね。対象者のみ
なさんは，台湾，ベトナムとか，中国とか，海外にい
らっしゃるんですが，それを今全部オンラインで，現
地に行かずにいろんな人に話を聞けているというのは
便利です。
　首藤　その利点は大きいですよね。
　有田　このような状況ですから，そういうメリット
は案外大きいように思っています。
　首藤　海外調査はたしかに楽になりましたね。時差
も関係なく，旅費もかかりません。
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　池田　会えないよりは会えたほうが良いというメリ
ットがオンラインにはあって，海外や遠隔地のように
わざわざ行かないと会えない人とパッと会える利点は
ありそうですね。そうして会った先，次に踏み込んで
いくときには，やっぱり対面のほうが良いということ
でしょうか。そこのところの使い分けが今後の課題で
すかね。便利な面は否定できないということだと思う
んですけど。
　もう 1 つ，オンラインだとやっぱり景色が見えない
という問題はありそうですね。資料を読む，話を聞
く，景色を見るということでいうと，見る部分という
のがどうしても制限されるのは，質的調査をやる人に
とって不都合ではないですか。
　首藤　そうですね。職場の雰囲気というのはそれぞ
れ異なり，一歩入るだけで何か感じるときがありま
す。それは，オンラインで話しているだけでは感じ取
れません。そういったことを体感するには，やはり現
場に行かなければならないとは思います。
　池田　議論は尽きないですが，次のテーマに行きた
いと思います。

　２　日本的雇用システム

　池田　日本的雇用システムは日本の労働調査の一丁
目一番地といっても良いくらいのテーマですね。日本
の労働研究は，日本的雇用システムを念頭に置いて調
査を蓄積してきたといっても良いくらいです。近年
も，これを正面から取り上げた調査研究が出ています
ね。その代表格といえる成果を首藤先生からご紹介い
ただきたいと思います。

●主な研究成果

佐野嘉秀（2021）『英国の人事管理・日本の人事
管理―日英百貨店の仕事と雇用システム』

　首藤　本書は，日英の百貨店の労働実態をヒアリン
グ調査に基づいて詳細に調べ，人事管理のあり様を国
際比較したものです。分析の視角として，ドーアが

『イギリスの工場・日本の工場』で示した見通し―
すなわち，人事管理や労使関係は，英国が日本に追い
つくかたちで収斂する―を検証するとし，日英の
雇用慣行が，いかなる方向に変化してきたのか，今後
変化していくのかを解明したものです。丹念な聞き取
り調査に基づく手堅い研究で，大変な労作だと思いま

す。
　人事管理の国際比較研究は積み重ねられてきました
が，従来は製造業を対象としたものが多かったのに対
して，本書は，百貨店を対象としていること，それと
も関わりますが，従来は正規雇用のみを対象としたも
のが多かったのに対して，非正規雇用までを範疇とし
ていることに特徴があります。
　結論としては，英国でも労使関係の分権化が進み，
企業横断的な労働条件決定は弱まり，企業内での賃金
決定，人材育成が進む傾向が見られ，その意味では，
そもそもそうした性質を持ち合わせていた日本に，英
国が近づくという形で，収斂が進んだようにも見えま
す。しかし，仔細に見ると，依然として英国では職務
を基軸とした賃金決定，日本では能力に基づく賃金決
定がなされており，違いも明白です。つまり，英国は

「市場志向型」から「組織志向型」に近づいてきたの
ですが，ある段階で止まり，結果的には収斂というよ
りも，国ごとの多様性があると著者は結論づけます。
　言うまでもなく，本書で展開される議論は，昨今の
ジョブ型・メンバーシップ型の議論とも重なります。
英国は「ジョブ型」で，日本は「メンバーシップ型」
であることが確認される場面が多く，各国の雇用シス
テムの基軸は揺らいでいないことも分かります。
　ただ，本書が描き出した職場の実像を見ると，働く
場のルールはより複雑で，さまざまな要素がモザイク
状に位置していることにも気づかされます。
　たとえば，賃金ですが，英国では，基本的には職務
が基本給を規定していますが，前述の通り，企業横断
的な賃金率は存在していません。本書は，労働組合を
当事者としない労使委員会における労使コミュニケー
ションを考察していますが，それもあまり機能してい
るようには見えません。企業ごとに決定される賃金
は，職務給を基本としつつも，レンジとして「成果給

（performance pay）」部分を含みます。「成果給」は，
売り場での「貢献度」を上司が評価する形，つまり人
事評価で決められます。
　単純な理解では，職務給はジョブで賃金が決まり，
職能給はヒトで賃金が決まるととらえられます。た
だ，欧米の職務給でも，査定がないのはブルーカラー
労働者であり，ホワイトカラー層はレンジレートがあ
る職務給となっていることは，小池（1999），遠藤

（2005）など，他の研究でもすでに明らかにされてき
ました。ですが，レンジの中身は，職務に関する客観
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的な評価基準（評価者の主観は排除されないものの制
約されている）との考えも示されていました。
　しかし，本書によれば，「成果」を測る「貢献度」
は，技能や勤務態度などを含む職務上の貢献です。

「貢献」というあいまいな表現が使われ，勤務態度や
技能が評価基準となっている人事評価は，日本の「職
能」や人事評価とどれほど異なるのかと考えさせられ
ました。
　配転についても，興味深い記述があります。英国で
は，経営側は従業員に対する配転の権限を持たず，社
内公募と管理者からの依頼と本人の同意によってでし
か従業員を異動させることができません。この点は日
本の人事異動とは異なります。ただ，英国でも，店舗
間異動を厭わず，新たなポストに異動する社員が，内
部昇進で高い職位に就いていく仕組みになっていると
述べられます。つまり，日本のように経営側が異動を
命じることはないものの，日英ともに配転や異動が実
質的に存在し，それが内部昇進につながる点は共通し
ています。
　また，配転と雇用保障は，日本では従来セットで考
えられてきました。つまり，雇用を維持するために，
転勤を含む配置転換を幅広く認める必要があると考え
られてきたわけです。しかし，本書によれば，長期的
な業務変動に応じた要員調整は，日英ともに雇用保障
を重視し，解雇を回避し，退職者不補充の方法が取ら
れていると述べられています。両国の解雇規制には違
いがあるにもかかわらず，同様の雇用調整が見られる
ことは，日本における配転と雇用保障の関係性を考え
るうえで示唆的だと感じます。
　昨今のジョブ型・メンバーシップ型の議論では，

「型」の相違を強調するあまり，両者が対照的なシス
テムであるとの認識をもたらしてきました。しかし，
本書を読むと，そうしたとらえ方が適当なのかどうか
考えさせられます。むろん本書が対象とする労働者層
が，従来研究されてきたブルーカラー層・正社員とは
異なるという側面はありますが，先進諸国では「百貨
店」をはじめとするサービス産業が拡大しています
し，本書が示したような非正規雇用を含めた人事管理
もすでに広がっています。こうした産業・雇用形態を
ベースとした雇用システムを考えるにあたり，雇用シ
ステムの把握はどうあるべきなのかを考えるうえで貴
重な一冊だと思います。

小川慎一（2020）『日本的経営としての小集団活
動―QC サークルの形成・普及・変容』

　首藤　もう 1 冊挙げたいと思います。本書は，一次
資料に基づき，小集団活動の起源，普及，発展をたど
り，その変容過程を明らかにした研究です。小集団活
動とは，少人数グループによる問題解決活動，定常業
務の改善を目的とした活動と定義されています。ただ
し，いわゆる「カイゼン」とは区別され，「カイゼン」
はより広義の概念で，その一部に小集団活動があると
説明されます。
　とくに第 4 章，第 6 章で詳述される事例研究が，
興味深い内容となっています。たとえば第 4 章で日本
の品質管理を先導した東芝府中工場の事例が取り上げ
られます。1950 年代に，カンやコツを排除し，作業の
標準化を進め，ムラをなくしていく取り組みがあった
とされます。いわゆるカンやコツといった熟練に頼る
と，品質にバラつきが生じるためです。均一化するた
めに，一般技能者が有してきた熟練は解体されていっ
たと著者はとらえます。
　1966 年から小集団活動がスタートしたことで，作
業標準の遵守が徹底されていきます。そこでの小集団
活動は，改善活動のみならず，「定常的業務で作業標
準の遵守が図られるよう」教育する場としての機能を
担っていました。作業標準の徹底では，「簡便法」（技
能者のカンやコツを形式知化したもの）が用いられ，
それにより技能者自身に，データの計測や分析が促さ
れるようになります。その結果，従来，技術者の領域
であった業務が，技能者によって担われるようになっ
ていく過程が描き出されていきます。
　本書では，ブレイヴァマンが『労働と独占資本』の
なかで提起した「構想と実行の分離」をもとに，小集
団活動が普及・発展することにより「構想と実行の統
合」がなされるととらえています。特筆すべき点は，
いったんは経験やカンに依存した作業が排除され，

「熟練の解体」「計画と実行の分離」が進むが，その後
標準化された問題解決手法（＝簡便法）が用いられる
ことにより，技能者の暗黙知が形式知化され，「計画
と実行の統合」が進むことを明らかにしたことです。
このことから，著者は，「計画と実行の統合」は，歴
史的に分離を目指す段階から統合を目指す段階へと移
行してきたとし，分離と統合を二分法的に論じること
の限界を指摘します。分離と統合を対極的に論じてき
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たこれまでの議論に対し，新たな論点を提示した研究
だと言えます。
　テイラー主義に対して，製造現場を中心とした日本
的雇用の労働をどう評価するのかは，長年，論争にな
ってきたテーマです。すなわち，労働を細分化し，単
純化したテイラー主義が，構想と実行を分離した形態
であるのに対し，日本の労働者は，細分化された単純
繰り返し作業以外・以上の業務を担っているとされ，
テイラー主義を超えた新たな生産システムであるのか
どうかという議論がなされてきました。本書は，小集
団活動の発展過程を考察することを通じて，日本的雇
用において「構想と実行の統合」をもたらしたプロセ
スを解明したと言えます。
　ただ，本書が克明に描き出したことで鮮明となった
小集団活動の内容は，要するに一般技能者による「品
質のつくりこみ」であることが分かります。労働者
は，作業をしながらも，品質に目配りをして，不良品
を出さないように気をつけながら働き，何か問題が起
きた場合には問題解決に取り組む，こうした「品質の
つくりこみ」は，果たしてどれほど「統合」されたと
言えるものなのだろうかとも考えさせられます。
　著者は，「小集団活動が計画と実行の統合の具現化
であるゆえんは，一般技能者が業務改善を目的とした
問題解決活動を実施している点にある」と述べるとと
もに（小川 2020：107），「一般技能者は技術者と同じ
ようなかたちで，同じような分析手法を用いて問題解
決を実施しているわけではな」く，「一般技能者が

『計画』に関わることを可能にする方法は，すでに
（技術者らによって）計画されてしまっている」とも
記しています（小川 2020：203，カッコ書きは評者に
よる加筆）。
　ブレイヴァマンは，労働者を資本主義的生産に従事
させるために，必然的に求められる 3 つの原理の一つ
として，構想と実行の分離があると述べました。「構
想」を資本家に集中させることによって，能率や労働
速度を資本側が決定することができるようになるため
だと考えました。そうした視点から見ると，「品質の
つくりこみ」は「統合」と呼べるのかどうか，改めて
考えさせられました。
　ただ，同時に，これまで繰り返されてきたこの議論
を，学界ではいつまで論じ続けていくことになるのだ
ろうか，という感想も持ちました。
　池田　「いつまでやるのか」といわれると，たしか

にと思うところはありますね（笑）。日本的雇用シス
テムを正面からとらえ直そうという研究が今後も続く
のかどうか，後でディスカッションしたいと思います
が，その前にあといくつか，関連する研究を紹介した
いと思います。
　3 つ目として，新卒一括採用というところで話題に
なっている服部先生と矢寺先生の研究を田中先生にご
紹介いただきたいと思います。

服部泰宏・矢寺顕行（2018）『日本企業の採用革
新』

　田中　企業間の同質性が高いとされてきた日本企業
の採用活動ですが，2014 年あたりから変化が起こって
きました。たとえば，ドワンゴが受験料を課したとい
うところが一つ大きな契機になって，採用の多様化が
進むような傾向が見られるようになりました。そうし
た社会的背景のもと，採用革新というのが起こってい
るのか，どの程度の企業が採用革新しているのか，採
用革新企業ではなぜ革新が起こったのかといったこと
を明らかにしようとしたのがこの研究です。
　日本企業の採用活動はまだまだ同質性が高い状況で
すが，そのなかでどのような地殻変動が起こっている
のかについて明らかにしようとする貴重な成果です。
本書では，リクルートメント研究と日本の採用の定義
をふまえて，採用活動を「候補者の意思決定に影響を
及ぼす組織側の施策・活動であり，募集から選抜に至
るまでの一連の活動」（p. 14）と定義しているのです
が，たとえば，以下のことが明らかになっています。
　日本企業で採用革新が起こっている企業はまだまだ
それほど多くはない。採用革新で多く行われているこ
とは多様な入り口の設定，採用方法の設定である。多
様な入り口を設定するケースとして，関連の薄い事業
を抱えた企業が急成長を遂げた場合，規模の大きな企
業が業績低下に陥った場合などに多様な入り口の設定
をするというのと，採用革新を実行するために必要な
要件としては，採用担当者が人事条件の設定に関する
裁量権を持っているとか，社内の勉強会を通じて支援
してもらえるだけのネットワークを有しているという
ことが重要であるということが結論として挙げられて
おります。
　この研究の意義は，先ほども申し上げた部分と重複
しますけど，日本企業における採用しては，昇進構造
とか賃金制度のように，たとえば「早期選抜始めまし
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た」や「成果主義が入りました」のようなドラスティ
ックな動きがあまりなくて，ずっと同質化が進んでき
たという側面があります。経団連の採用活動指針など
もその同質化を下支えしてきたといえます。私の印象
としても，人事管理の世界では，大きな変化がないた
めか，採用って注目されているようであまり注目され
ていなかったというのが実情としてあると思います。
変化の兆しを察知して，採用に目を向けた点がこの研
究の大きな新規性であり独自性です。
　採用は組織と人との出会いです。つまり，人材マネ
ジメント論的には人をマネジメントするときのスター
ト地点になります。組織社会化と言われる入社後組織
に参入していく過程についての研究はいくつも提出さ
れているものの，採用そのものは実は研究が希薄だっ
たといえます。そこに焦点を当てて検討したという点
もこの研究の大きな貢献です。人的資源管理研究者と
しても，採用にここまで焦点を絞って研究を提出して
くれたことをありがたいと思っています。
　また，日本的雇用システムに何を投じる研究かとい
う観点から見ると，採用の同質性に切り込んでいった
というのが大きな貢献であると思います。先ほど申し
上げたとおり，日本企業における採用は，同質化が進
んでいるからか，昇進や賃金制度といった他の人的資
源管理研究よりは注目されていませんでした。しか
し，組織との出会い・参入過程である採用は企業にお
ける人材マネジメントのスタートとなるものです。そ
の採用活動に変化が生じていること，その変化がなぜ
起こるのか，といった基本的かつ根源的な問いに回答
を与えた点が本書の大きな貢献です。また，人的資源
管理研究としても，採用という切り口で多様な分析手
法を活用しており，研究手法としても興味をひくもの
です。
　調査法としては，アンケートとケーススタディの手
法を使用しています。アンケートは「採用担当者アン
ケート」で，2016 年時点でどの程度の採用革新がどの
ような企業で起こっていたのか，を明らかにするもの
です。また，このアンケートを用いて，革新の先行要
因を明らかにしています。2016 年前後に起こった革新
的な採用の内容を明らかにして「革新企業リストアッ
プ調査」が実施されています。それにより，採用革新
事例を整理して，日本企業に起きている採用革新のパ
ターンを分類しています。採用革新を行った企業のケ
ーススタディによって，革新の遂行プロセスを記述し

ています。
　調査法を学ぶという意味で，大学院生をはじめとす
る研究者を目指そうとする方が読むといいなという本
でもあります。いわゆるミックスドメソッド（Mixed 
Method(s)）で，アンケートを取って，そのなかで採
用革新が起こっている企業がどれぐらいあるのかとい
うのを明らかにしている。記述統計として採用革新を
概観する。その後，そのアンケートから革新の先行要
因を明らかにするというような分析をする，あるいは
そのアンケート内容に基づいて革新企業，革新的な採
用を行っている企業をリストアップするというのが実
施されています。その次に，事例研究として，日本企
業で起きている採用革新のパターンを分類している。
第 6 章 で は 質 的 比 較 法（qualitative comparative 
analysis；QCA）が使用されていますが，経営学分
野，少なくとも人的資源管理の分野では，この研究手
法を使ったものは少ないです。その点でも調査分析手
法として新規性があるといえるかと思います。

労働政策研究・研修機構（2021）『長期雇用社会
のゆくえ―脱工業化と未婚化の帰結』

　有田　私は，比較社会学が専門でもあるものですか
ら，それぞれの社会の特徴に関心を持ってしまうので
すが，そのような特徴を形づくる条件として，各社会
における雇用のしくみは，何より重要だと思っていま
す。日本の場合は安定的な長期雇用がその代表例で，
社会のさまざまな制度がそのような働き方を前提とし
て設計されていると言えるのではないかと思います。
その一方で，非正規雇用の増加など，日本的雇用シス
テムの「ゆらぎ」のような現象が多く表れてもいま
す。本書は，そのような変化をふまえつつ，長期的な
人材活用の手段であると同時に，日本の生活保障シス
テムとしても機能している「長期雇用」という雇用慣
行の現状と今後の存続可能性を，脱工業化や少子高齢
化といった社会の変化と関連づけながら検討した成果
です。
　この研究プロジェクトでは，日本全国の成人男女を
対象とする無作為抽出の大規模な質問紙調査を実施
し，対象者の職業移動経験や家族生活・社会的ネット
ワーク，さらには長期雇用をめぐる意識などが詳細に
尋ねられています。本書の各章ではこのデータの分析
を通じて，長期勤続・転職傾向とその変化，さらには
それらと婚姻状態・健康状態との関係や雇用に関する
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意識の総合的な考察がなされています。
　これらの分析を通じ，たしかにサービスセクターに
おいては雇用の流動化傾向が見られるものの，非製造
業のなかでも金融・保険・不動産業や運輸・情報通信
業では製造業と同様の長期勤続傾向が認められるこ
と，雇用流動セクターでは長期雇用セクターよりも全
般的に賃金が低く，転職しても，それによって賃金が
上昇する機会は多くはないこと，転職を経る場合，各
仕事のより細かな構成要素である「タスク」が類似し
ていると賃金上昇の可能性が高いこと，などの知見が
示されています。
　個人的にも日本の社会学は，実体主義的にであれ社
会構築主義的にであれ，職業的なスキルや能力の問題
にもう少し焦点を当てた分析と考察を行っていくべき
ではないか，と考えていましたので，このような視角
と分析枠組みは，大いに参考にすべきだと感じていま
す。
　また本書で中心的に扱われている労働移動というテ
ーマは，社会階層論も関心を持ってきたもので，これ
までも個人の職歴データを基にして，どういう仕事に
就いていて，どういう企業に勤めている人が長期勤続
を果たせるのか，といった分析が行われてきました。
それらと比べると本書では，職業スキルとか能力開発
の側面を重視し，それとの関連のうえで職業移動を理
解しようとしている点が「JILPT らしさ」ではない
かと思いました。だからこそ，スキルを高めながら上
昇移動を遂げる「螺旋型」と，上昇なしに移動を繰り
返す「循環型」という形で，労働移動とキャリア形成
の理念型を提示して，それを基にした分析までできた
わけですし，このあたりに JILPT の学際的な研究プ
ロジェクトの良さがすごく出ているなと私は思いまし
た。
　そこから社会階層論の側に関して言うと，田中先生
が「心理学的な社会調査の流れでは，一つの概念をつ
かみ取るために，いくつもの質問をつくって，それを
基に総合的に捕捉していく」という旨のお話をされま
したが，社会学の社会調査に基づく調査研究って，そ
のようないわゆる構成概念的なものはあまり考えない
傾向があるのかなと少し反省的に思っています。社会
調査の具体的な質問でつかんだものそれ自体を本質的
な条件としてとらえがちで，さらに深いところにある
概念のようなものを，そこまで強く意識しない傾向が
あるということを，この研究成果を読んで改めて感じ

ました。それはたとえば職業的なスキルであったりと
か，能力であったりするわけですけれども，そういっ
たものを社会階層論の側ももう少し明示的に扱いなが
ら，職業移動や長期雇用の議論を行っていくことが必
要だと思いました。
　池田　螺旋型と循環型というのは，この後の格差の
話とも関わってくる概念ですが，多様化というのを水
平的にとらえた場合，働き方やキャリアの選択肢が増
えましたよね，ということになります。ですが，垂直
的に見た場合，多様化とはセカンダリーレイバーマー
ケットが広がっているだけじゃないかという話になり
ます。ですので，雇用が流動化している部分をどう評
価するかというときに，そこに上昇移動が見られるか
どうかというところを一つキーにしています。長期雇
用という日本的雇用システムの構成要素の一つに着目
して，それを実証するという問題の立て方は，先ほど
の服部先生・矢寺先生の研究と似ているところがある
かもしれないですね。
　もう一つ，女性労働という観点から，日本的雇用シ
ステムを取り上げた研究を田中先生にご紹介いただき
たいと思います。

安藤史江 編著（2020）『変わろうとする組織　変
わりゆく働く女性たち―学際的アプローチか
ら見据える共幸の未来』

　田中　この著書は論文集です。具体的に取り上げら
れているテーマは，たとえば筒井先生（第 1 章）だと
日本的雇用と女性の労働力参加だったりとか，労働経
済学の観点（第 2 章：佐藤先生）から学歴と主観的な
公正感，幸福感だったりというのが見られています。
経営学の領域で言うと，余合先生の執筆章（第 4 章）
では，たとえば働き方改革と従業員の受け止め方・認
知とそれが組織における公正感にどういう影響を与え
るかというようなテーマが取り上げられています。
　この著書の面白いところは，いろいろ寄せ集めた感
じもありつつも，きっちり家族形成期と就業時の組織
との関係と，高年齢期に分けて，ライフステージ別に
女性労働を考察している点です。
　調査の手法も幅広く，本当にいろんな調査が使われ
ていて，たとえば定量を使っているのが６章あるんで
すけど，それぞれ出所が違うデータを使っています。
厚生労働省の『賃金構造基本統計調査』を使っている
ものもあれば，自分たちで取ったものもあれば，リク
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ルートの「全国就業実態パネル調査」を使っていると
いうのもあります。テキスト分析と会話分析をしてい
る章も 2 つあります。そのうちの第 7 章に関しては，
ワークショップを受けた人と受けなかった人の違いと
いうふうに，いわゆる介入のあるなしによってどう違
うかというのを分析した調査になっています。インタ
ビュー調査も行われていたりします。
　この研究の意義というのは，今，多様な働き方とい
う観点から注目される女性労働という切り口から，日
本の雇用のなかで働く女性たちがどう変わりゆく状況
にあるのかというのをつぶさに描いたという点です。
この著書は冒頭で取り上げた『労働・職場調査ガイド
ブック』と対にして学ぶと結構面白いなと思いまし
た。いろんな調査手法がこの中に詰まっていて，ガイ
ドブックと一緒に読んで，ガイドブックが言わば教科
書だったら，これが実践例ですよという形で大学院生
とかに読ませたらかなり教育効果が高いんじゃないか
なと思って取り上げたというのもあります。

●ディスカッション

　人事管理の原理原則と運用

　池田　佐野先生の研究については，経営学の田中先
生と社会学の有田先生も推薦しておられました。
　田中　佐野先生の本の中には，収斂というワードが
よく出てくるんです。一部，一定の収斂は見られるけ
ど，国ごとの多様性がある，つまり収斂よりは多様性

（個性）だという結論に至っています。先ほどの首藤
先生のお話とつながると思うんですけど，似ている部
分もあるけど違う部分もあるという，その多様性があ
るということをきっちりと事例を通して見い出したと
いうのがこの研究の大きな貢献の一つだと思っていま
す。佐野先生の言葉を借りると，賃金と仕事の配分ル
ールなんですけど，社会における公正感の違いによっ
てその多様性が生まれているよねという書き方をされ
ているんですよね。
　このことは日本的雇用システムの話にもつながるか
もしれないんですけど，人事システムの国際比較では
収斂が進むのかという議論がよくなされますが，どち
らかに寄るという話にはならないのではないかと個人
的には思います。一定の距離感を保ちつつ，多分，多
様性が各国間で存在しており，その後ろには社会背
景，社会の公正感というものが存在するのであると考

えると，この結論の着地は，今後の研究でどこにフォ
ーカスするべきかというのも示唆してくれる研究であ
って，その点でもすごく価値があるなと思いました。
　池田　有田先生は，いかがですか。
　有田　この本を読んで私は，どちらかというと割と
素直に，まだまだ日本とイギリスは違いも大きいんだ
なという印象を持ちました。私が，佐野先生の議論と
して，もう 1 つ面白いなと思ったのは，イギリスの事
例を映し鏡として，日本の事例をどう位置づけるかと
いう議論をされているところです。この議論が，佐野
先生のオリジナリティとして大事な部分であるように
感じました。たとえば職務か職能かという，従来の二
項対立的な議論に対して，将来的な職域という概念を
設定して，それで正規雇用と非正規雇用を区分しよう
とされたところは，1 つの重要なポイントだと思いま
す。さらに言えば，イギリスを映し鏡として示された
日本の特徴を，海外のオーディエンスに理解してもら
うためにどのように説明していくかということも，本
書によって新たに浮かび上がった課題として挙げられ
るかなと思いました。
　池田　ドーアの『イギリスの工場・日本の工場』の
現代版ですから，本書がイギリスの読者にどういうメ
ッセージとして届くかとか，国際的な文脈に照らした
ときにどういう貢献があるのかというところは，期待
してしまいますね。
　首藤先生と田中先生のご指摘で重要だと思うのが，
職務ルールと職域・職能ルールという原理原則の違い
は日英ともに揺らいでいないのだけど，評価や配置，
昇進管理といった人事の運用部分は日本とイギリスが
近づいていく，つまり収斂する面も佐野先生はとらえ
ているということです。結論として収斂しきらない人
事管理の多様性として，日英の人事管理の根本的な違
いを描き出していますが，先ほどの首藤先生のご指摘
にもあるように，ジョブ型／メンバーシップ型のよう
な「型」を示して異質性だけを強調するという議論で
もないんですよね。人事管理の根底にある原理原則が
違うのに評価や配置・異動といった人事の運用面は似
たようなことをやっているという，そういう側面をも
う一方で描き出しています。
　首藤　佐野先生が本書で描き出した世界は，現実は
複雑でモザイク状にいろいろな要素が絡み合っている
点だったようにも思います。なので，最後に「型」の
議論でまとめられていますが，私は一般に語られてい
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る「型」とのズレや，原則と運用のズレのほうに面白
さを感じました。
　池田　職務ルール／職域・職能ルールであれ，ジョ
ブ型／メンバーシップ型であれ，人事管理の原理原則
と配置・異動・評価といった運用は分けて考えないと
いけないということですね。そう考えると，働き方に
関する諸問題を解決するために，メンバーシップ型か
らジョブ型にしようというような原理原則論を振りか
ざすのは短絡的だという話になります。日本もイギリ
スも，職務ルール／職域・職能ルールという原理原則
は変えていないですが，運用面ではお互い近づいてい
くような人事制度改革をしているわけです。そうした
人事制度改革の実情を見ないで，運用で対応できる問
題まで原理原則論に還元するのは筋違いだということ
になりますね。
　服部先生と矢寺先生の研究からも，日本的雇用シス
テムの実際の変化は，人事制度の運用面のマイナーチ
ェンジの蓄積だということが示唆されます。新卒採用
をいきなりやめてしまおうという話ではない。その意
味で，服部先生と矢寺先生の研究は面白いところを突
いているなと素直に思いました。
　また，このお二人の研究は，複数の調査法をうまく
組み合わせて，その問題意識に沿った調査の設計をす
る意味では，この座談会の「Ⅰ　調査手法の動向」の
ところで取り上げてもいいぐらいの工夫がされている
調査だと思います。

　いつまで日本的雇用を問うのか

　池田　こうした話も含めて先ほど首藤先生がおっし
ゃっていた，「いつまで日本的雇用システムの研究を
やるのか」という問題を考えてみたいと思います。
　この問いの 1 つの解釈として，日本の企業組織や労
働市場の変化に関する知見が積み上がっているのかと
いう問いの立て方があるように思います。実際は，日
本の企業や労働市場に変化が起きている。佐野先生の
研究で言えば，日本とイギリスの人事管理が近づいて
いる面もあります。服部先生と矢寺先生の研究で言え
ば採用の仕方が変わってきている面があります。女性
の就業継続も管理職も増えています。『長期雇用社会
のゆくえ』で言えば，サービスセクターを中心に雇用
が流動化しています。そういう変化が見られるわけで
す。しかし，伝統的な労働市場観とか雇用慣行観みた
いなものがドシッとあって，いつも日本的雇用のステ

レオタイプなイメージから問題提起して話を始める。
そうなるといくら変化を明らかにしても，次の研究で
はまた振り出しに戻るわけですから，いつまでも同じ
ことを問題にしているような印象になるのではないか
と思います。
　首藤　多分，どの研究も新しい動きをとらえようと
しているのだとは思っています。たとえば，佐野先生
の研究では，製造業ではなく百貨店を対象としてい
て，非正規雇用を含めて日本的雇用を論じています。
従来，正社員は日本的雇用で，非正社員はジョブ型に
近いとも言われていましたが，非正社員を含めて結構
メンバーシップ型に近づいている，という実態が描か
れています。それも，一つの変化ですし，発見だと思
います。同時に，イギリスとの比較で見ると，やはり
日本は非正規雇用も含めてますますメンバーシップ型
であることを確認したということにもなるのかな，
と。形態上は変化しても，構造や原理原則は不変とい
うことなのかもしれません。
　『長期雇用社会のゆくえ』も，流動化しているセク
ターがあるというのは，新しい視点だと思いつつ，で
も考えてみると，古くから二重構造論は指摘されてい
て，結局，中小企業やこれらのセクターは，以前から
流動的だったのかもしれません。そうすると，変化を
とらえようとするけれども，気づいたら戻っているみ
たいな感覚にもなります。もちろん同じところに戻っ
ているのではなく，らせん状に戻っているのだと思い
たいところです。
　池田　法改正のような政策や，企業の人事制度改革
を考えると，当然，揺り戻しもあるんだけど，やっぱ
り変化を積み上げていくことで職場を良くしていこう
とか，良い制度をつくっていこうとかというふうにし
ているわけですよね。服部先生と矢寺先生の話はその
典型だと思うんですよね。小さな変化だとしても変わ
っている部分はある。けれども，その変化の意味を考
えずに，基本は変わらないねって言われちゃうと，制
度改革の努力が水の泡のように感じてしまう面があり
ます。経営学の立場で考えると，その辺はどうです
か。
　田中　経営学は変化志向がかなり強くて，変化を追
いたい学問だと思います。それが現象の変化なのか，
原理原則の変化なのかはちょっと分からない場合が多
いですけど，経営学は，たしかに変化を追っています
し，変化に敏感だと思います。あくまでも私の印象で
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すが。
　経営学では，変化をとらえた研究テーマにおいて，
その理念・概念を考察するいわゆる概念研究レベルの
ものでは，「マネジメントファッション」や「old 
wine in new bottle」というワードが出てくることが
あります。マネジメントファッションとは，ビジネス
界でよく使われる言葉で，流行性の経営手法を指しま
すが，それによって起こった現象とその変化を経営学
者は追うので，研究とマネジメントファッションは切
り離せない関係性にあるかと思います。したがって，
新しい事例が出てきて，「これが日本的雇用システム
を変える突破口になるかどうか」という判断は，多
分，経営学だけではできなくて，やはり社会学や，歴
史学，労使関係などを含んで総体的に考えなきゃ駄目
なことだと思うので，多分，経営学の一学問でそんな
大それたことは言えないと私自身は思います。
　それらの個人的前提をふまえた私自身の日本的雇用
のとらえ方に対する見方は以下の通りです。日本的雇
用，というか雇用慣行は “ 束 ” としてあるものですよ
ね。その中の構成要素 1 つひとつ，先ほどから議論に
出ているようにそれぞれが変化していて，その変化が
三歩進んで二歩下がるって，元に戻っていくように見
えるだけ，あるいは見えてしまうという可能性もある
んですけど，変化は絶対に起こっているわけです。そ
こでその変化をきっちりとふまえて，日本的雇用シス
テムの束の中身をリニューアルしなきゃ駄目なのに，
多分，リニューアルせずに日本的雇用というのを何と
なく“束”としてとらえているから，いつまでこの議
論をやっているのという問題が出てきたのだろうと思
うんです。
　たとえば採用に関しても，この服部先生と矢寺先生
の研究を見ても，やっぱり徐々に変化は起こっている
んですよね。新卒一括採用で，それを前提にした採用
がまだ多いとはいえ，ちょっとずつ変化の兆しが見え
ていて，賃金に関しても，いろいろな賃金制度を導入
している企業が出てきていて，年功的なものはもう崩
れつつある。でも，古きよき日本的雇用システムで物
事・思考が止まってしまっているケースもあると思い
ます。束の構成要素の変化をきっちりリニューアルし
ていないから，束全体が古いものになっちゃっている
というのがあるのではないでしょうか。
　ただ，でも，いろいろな見方もあると思って，その
束として見るというのもあれば，佐野先生が触れてい

る多様化という側面から見ていくんだったら，日本的
雇用慣行という呼び名が残るかどうか分からないです
けど，各国の雇用慣行の比較研究をするうえでは，日
本的雇用システム研究的なものは未来永劫続くだろう
とは思います。
　池田　ピーター・キャペリ（Cappelli 1999）のいう
オールドディールからニューディールへというような
はっきりとした違いが日本では見られないということ
でしょうか。小さな変化の積み上げをいくら追いかけ
ていっても，はっきりとした資本主義の主役交代みた
いなことが起きていないと，基本的には変わっていな
いという認識になるということです。田中先生のおっ
しゃる「束」で言うと，一つひとつの制度が変化して
いても，束としての日本的雇用システムが変わってい
かないと変わったという認識にならないのでしょう。
このことが，もしかしたらいつまでもこの話が説得力
を持つ原因かもしれないですね。
　有田　日本的雇用システム論というものが，無意識
に背負ってしまっているものって結構あると思うんで
すよね。その 1 つは，それが日本企業の成長の源泉で
あるといったイメージではないかと思います。
　もう 1 つ研究的な面で大きいのは，やはりこの議論
は制度的補完性の議論でもあるということだと思うん
ですよね。1 個 1 個の要素を見つつも，それが総体と
して関連しながら 1 つのシステムをつくっているとい
うところが，この日本的雇用システム論の言説として
の強さの理由ではないかと思います。なので，個々の
要素が変化しているという議論が出てきて，それはす
ごく大事である一方で，じゃ，その変化によって要素
間の相互補完の部分はどうなっているのかという問題
が本当は次の課題として重要で，そこまで含めて，こ
こはこうなっています，こことの関係はこうなってい
ます，というような知見まで出てくれば，日本的雇用
システム論の言説の強さを打ち破るぐらいの力になっ
てくるのかなと思います。そこまでいかず，要素の話
だけだと，制度的補完性の議論まで備えた日本的雇用
システム論の強さに勝てない，というところがあるの
ではないかと考えています。
　それから，今までの議論のなかでも出ましたけれど
も，日本的な人事慣行や雇用制度の「モデル」として
の強さはやっぱりまだ残っているので，それに従って
いる中核的な部分とそうじゃない部分の違いというの
はありますよね。それは，先ほど首藤先生がおっしゃ
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ったように，昔から多分あったことだとは思うんです
けれども。
　あと，私は比較社会学が専門であることもあって，
それを「何とか型慣行」とまで言うかどうかは別とし
て，やはりそれぞれの社会に，何か他とは少し違うル
ールなり，あるいは実態なりがあると考えるほうなの
で，そういう意味でこの議論は，そこまでの強い思い
入れを加えなければ，今後も多分，重要なテーマでは
あり続けるように思います。
　池田　有田先生には日韓比較の研究がありますけ
ど，国際比較のときに気をつけていることはあります
か。両国の共通性や差異について，ついついステレオ
タイプ的なところに戻ってしまうというか。
　有田　そうですね，たしかに，対象とする社会に関
してまず得られる知というのはどうしてもステレオタ
イプなものが多いので，そこが出発点となるわけです
けれども，でも，対象社会に深く接していくと，案
外，「あれ？」というような違和感を持つことはある
んですね。一般的にはこう言われているけれども，何
か違うと感じることはあって，その違和感というの
は，そのまま気づかないことにして進むこともできる
ような小さなものだったりするんですけども，でも，
そういうところに案外新しい知見を得るためのチャン
スというのは隠れているので，そういう違和感に少し
センシティブになって，それをもう少し掘り下げて考
えてみるということが重要ですかね。この点は，日本
的雇用システムについて考えるうえでも大事ではない
かと思います。
　もう 1 つ，田中先生の先ほどのお話をうかがって，
社会学でも「日本的雇用がシステム全体として変化し
ているのか否か」といった大きな問題を真剣に検討し
ていく必要性を改めて感じています。
　首藤　たしかに変わっていないことは幾つもありま
すよね。たとえば，新卒採用が続いているのも，制度
的補完性の影響があるのだと思います。ただ，『長期
雇用社会のゆくえ』が指摘するように，結局，長期雇
用セクターが小さくなっている現実もあるわけです。
しかし，私たちは小さくなっている部分を指して，日
本的雇用は変わらない，と言っているのかもしれませ
ん。実はその外側に別のセクターが広がっているのな
らば，社会の中心はどっちなのかと問われたとき，い
つまでもこっちだって言えるのかなとは思います。
　たとえば，春闘をめぐる論議では，トヨタが引っ張

っていくような時代は終わったと言われて久しく，違
う形で賃上げしていかないと，と論じられてきまし
た。賃金の底上げが大切だとされ，ナショナルセンタ
ーも企業内最賃の引き上げを掲げています。
　こうした議論のなかで，資本主義の主役は交代しな
いのかと問われたときに，主役って一体何なのかなと
思います。経済を引っ張るという意味では，やはりト
ヨタかもしれないけれども，でも，この社会を築いて
いる主役は何かととらえると，また別に主役があって
もいいのかもしれない。そうした社会的変化はあるの
かもしれません。
　池田　佐野先生の研究が面白いなと思うのは，別に
原理原則が変わらなくても組織の形態は変わるという
面を指摘していることなんですよね。表面的な変化は
取るに足らないことで，原理原則の変化が本質のよう
に思えるけど，現実的には，日本の企業もイギリスの
企業も，昔から変わらない原理原則の下で時代に適応
していくために，運用部分を大分変えているってこと
ですよね。
　首藤　ただ，イギリスでは，賃金について言えば，
労使関係の分権化という構造的な変化も起きた面があ
ります。
　有田　今この場でも，原理原則とかモデルとか，い
ろんな言葉を使っていると思うんですけれども，モデ
ルというのは何となくポジティブなというか，それに
従えばすごくうまく回っていくかのようなイメージが
あって，実際他社もそれを模倣してしまうようなもの
ではないかと思います。そういう意味で言うと，今ず
っと，池田先生が資本主義の主役とおっしゃっていた
のは，モデルとなるような，それでうまく回っていく
んだ，それが成長の源泉となるのだというイメージを
持った原理原則という意味だと思うんですね。なの
で，首藤先生がおっしゃったように，いわゆる主要産
業以外ではそれに当てはまらない部分も多かったと思
うんです。けれども，それらも一つのモデルとして受
け止められるようなものにすると，まあそのような原
理原則に「する」のか「なる」のかは議論があるでし
ょうが，ともかくそのようなものになると，多分，も
う少し認知度の面でも実態の面でも変わってくるのか
なと思います。
　私が比較対象としている韓国の例で言うと，やはり
1997 年の通貨危機というのはとんでもないショック
だったので，企業は，サムスンなどの大企業であって
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も全面変革を進めて，モデル自体が大きく変わってい
ったということがありました。その後のサムスンの持
続的な成長などをふまえて，そのような新しい原理原
則が一つのモデルになったということだと思います。
　池田　いつまでこの日本的雇用システムの話をする
のかという首藤先生の問題提起を受けて，ここまでい
ろいろ議論してきましたが，研究の発展を考えるな
ら，これを問い続けることで視野が広がっていくこと
が大事ではないかと思います。今回の服部先生と矢寺
先生の研究にしろ，佐野先生の研究にしろ，やっぱり
着眼点が興味をひくわけです。そうして研究として視
野が広がっていく方向で日本的雇用のある断面を取り
出すという研究が続いていけば，日本の労働研究の中
心的テーマとして続ける意義があるように思います。

　3　労使関係

　池田　労使関係は日本的雇用システムを構成するテ
ーマの 1 つですが，研究史ということでいうと，やは
り特別な位置を占めていると思いますので，あえて別
に見出しを立てて議論したいと思います。職場を見る
ときの基本的な視座はやっぱり労使関係にありという
ところは今も変わらないと思うのですが，労働組合の
研究だけでなく，個別労使関係の束とみなせる人事労
務管理を含む広義の労使関係というテーマで議論して
いきたいと思います。

●主な研究成果

浅倉むつ子・萩原久美子・神尾真知子・井上久
美枝・連合総合生活開発研究所 編著（2018）『労
働運動を切り拓く―女性たちによる闘いの軌
跡』

　首藤　先ほど調査手法の動向のところで，オーラル
ヒストリーの研究として八代ほか（2021）を紹介し
ましたが，労使関係に関するオーラルヒストリーも，
盛んに行われてきました。ただ，オーラルヒストリー
や文書史料に登場する組合リーダーは，ほとんどが男
性であり，女性リーダーの姿が描かれることはごく少
なかったと思います。組合組織のトップに女性が就く
ことがほぼなかったためです。
　しかし，労働組合のなかに女性が存在しなかったわ
けではなく，女性リーダーも，部分的ではあります
が，誕生していました。そうした人々の声をどうやっ

て史料として残していくかは課題ですが，本書は，労
働組合における女性リーダーによる語りをまとめた稀
有な著書だと思います。
　本書は，研究者らが労働組合の女性リーダーたちに
インタビューし，当事者の語りの形で整理し，評価と
課題を論じたものです。1970 年代から 90 年代を対象
とし，男女雇用機会均等法（均等法）の成立，1997 年
の労働基準法の改正（女性深夜勤務の解禁を含む）を
テーマとしています。当時，労働組合の婦人局長など
を務めていた女性たちが，何を要求し，何を獲得した
のか，運動のなかで直面した壁，それをどう乗り越え
たのかが詳述されています。
　たとえば，母性保護要求に積極的に取り組んできた
組合でも，男女平等要求には男性役員が「非協力的」
だったとか，男女間賃金格差は，企業内のみならず組
合役員間でも存在しており，女性役員の誕生により是
正が図られてきたことなどが，当時の生々しいやり取
りを交えながら述べられています。均等法成立に向け
ては，総評・同盟・中立労連・新産別で労働戦線の統
一がなされ，女性リーダーたちは運動の路線を超えて
連帯した一方で，女性保護規定の撤廃では，職場内，
連合（ナショナルセンター）内部でも意見が対立し，
苦悩の連続だったことが分かります。女性労働者も一
枚岩ではなく，ジェンダー平等推進の難しさを感じま
す。本書は，史料として貴重であるとともに，現代の
組合女性リーダー育成にも寄与するものだと思われま
す。
　また，ここ数年は，労使関係研究は当たり年だった
とも言え，多数の単著が発表されました。松尾

（2020），岩月（2020），惠羅（2021）は，いずれも聞
き取り調査や組合資料などに基づき，労使関係の国際
比較を試みた研究です。時間の関係から，すべての詳
細を紹介することはできませんが，一部を紹介してみ
たいと思います。
　労使関係分野でも，従来は製造業ブルーカラー労働
者を主たる対象としてきたものが多かったのですが，
近年では，製造業以外の業界を対象とした研究が増加
しています。労働運動論において，ブルーカラーと比
べてホワイトカラーにはどのような特徴があるのかを
理論と実践の両面から考察したのが，松尾（2020）
です。同書は，日本の事例とともに，1960-70 年代か
らホワイトカラー独自の組合組織化が盛んであったイ
ギリスの実態を調べ，日英比較を交えた議論が展開さ
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れます。
　本書では，ホワイトカラーを「権限のヒエラルキ
ー」と「専門的能力の水準」において中間的な領域に
位置する層，つまり経営者でもプロフェッションでも
なく，不熟練工でもない層，その中核は企業内の「中
間管理職層」だととらえます。そのうえで，日英とも
に，ホワイトカラー独自の組織化運動が行われてきた
職場として公務部門に焦点をあて，公務の労働組合の
組織構造と実践を丁寧に描き出しています。
　中間管理職層の組合は，構造的な困難を抱えてい
る，と著者は指摘します。ホワイトカラーは，ブルー
カラーと比較して，そもそも個別管理される度合いが
強く，職場組織と組合組織の「未分化な構造」があ
り，職場と組合の上下関係が重複してしまうことなど
がその理由です。
　英国でも，労使関係の分権化，人事管理の個別化が
進んでいくなかで，労組は労使協調を重視し，「発言」
に力点をおくようになるのですが，それにより職場組
合の存在意義を見い出そうとしても，「発言」行為は
ノンユニオン的回路もあるため，組合抜きの労使コミ
ュニケーションが浸透していきます。本書は，ホワイ
トカラーという切り口から，組合機能が低下していく
構造を明らかにしているとも言え，研究者のみなら
ず，組合リーダーにも読んでほしい一冊と言えます。
　日米の公立小学校の教員を対象に，報酬制度，労使
関係の実態を明らかにした岩月（2020）や，日米の
建設労働，およびそこで働く移民労働者の実態と労使
関係の観点から描いた惠羅（2021）の研究も刊行さ
れました。
　これらは豊富な聞き取り調査に基づき，労使関係の
実態や変容を分析したものですが，対して，労使関係
論の学説を論じる研究としては，浅見（2021）があ
ります。同書は，英国の労使関係論の主要な学説や理
論―ウェッブ夫妻をはじめ，ヒュー・グレッグ，
アラン・フランダース，リチャード・ハイマンなどの
研究内容―を相互の関係性に触れながら紹介し，
労使関係論のアクター，研究対象，構造について歴史
的な展開を整理したものです。労働法が整備され，組
織率や協約適用率が低下していくなかで，労使関係の
再興を目指して，労使関係の理論がいかに進化してい
ったのかという部分は，労使関係の実態を分析する者
としても，とても勉強になりました。本書は，テキス
ト的な利用も可能な形で執筆されており，労使関係論

の古典を理解するためにも，実態分析を進めるうえで
の理論的補強のためにも，貴重な本だと言えます。
　なお，海外の研究や報告書にも言及すれば，たとえ
ば，Pillinger and Wintour（2019）の『団体交渉とジ
ェンダー平等』では，欧州の労組が団体交渉でジェン
ダー平等にどう取り組んできたかを明らかにしていま
す。組合が方針や要求のなかで，同一価値労働同一賃
金，ワークライフバランス，出産・育児休暇などをど
う取り上げたかを調べ，団体交渉によりジェンダー平
等を前進させた成功例が紹介されています。ただ，欧
州でもジェンダー平等に対する労働組合の取り組みの
不十分さは数多く指摘されてきており，そうした批判
的な考察が極端に少ないようにも感じます。
　OECD（2019）は団体交渉の機能に関する報告書で
す。各国の組合組織率，賃金水準の増減，失業率，労
働協約のカバー率などを国際比較し，集団的労使関
係，とくに中央集権化した労使関係が機能している国
ほど，賃金水準の低下が小さく，失業率が低く，生産
性が高い傾向があると，団体交渉の機能を評価する内
容となっています。非正規雇用者が増加し，雇用類似
の働き方が広がるなかでも，団体交渉や労働協約によ
ってカバーされている人を増やしていくことが重要だ
と説いています。
　労働組合機能の低下や労使関係研究の衰退も指摘さ
れますが，ここ数年だけを見ると，意義ある文献が多
く出されてきたように感じます。

●ディスカッション

　労使関係と HRM

　池田　労使関係研究の衰退ということを首藤先生も
おっしゃっていましたが，その一つには集団的労使関
係から個別労使関係へのシフトがあるように思いま
す。これにより，企業の人事労務管理の中に労使関係
が吸収されていった面があるように想います。
　田中　私自身，労使関係研究は重要なものだという
前提があるんですけど，集団的労使関係をベースにし
た労使関係研究は，個別労使関係の集まりでもある
HRM と微妙に立ち位置が違う，あるいは研究者間で
もそういった認識を持っているのではないかと思って
います。もちろん，それらをリンクさせている研究者
もおられますが。
　たとえば個別労使関係をどこまで範囲を広げて解釈
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するかなんですけど，上司と部下の関係，リーダーと
チームメンバー関係とかの領域だと，これは経営学で
かなりの研究蓄積があるんです。で，それらを集団的
労使関係研究とどう結びつけて考えていくのかという
のが，検討しなきゃ駄目なんですけど，それらはそれ
ぞれ別個のものとして話・研究が進んでいっている印
象が強いです。私自身も企業の人事管理の話をしてい
て，個別労使関係の話をしているんだって分かりつつ
も，集団的労使関係をやっている方々と一緒に共同研
究するということはほとんどないですし，その逆もし
かりです。両方をバランスよく研究されている方もい
らっしゃるのですが。
　そこの分断というと言い過ぎかもしれませんが，そ
のようなものをいかに解消するかという点の議論が今
後必要になるはずです。首藤先生のご説明を聞くと，
労使関係の研究は当たり年だと思いますが，もっと労
使関係研究をリバイバルさせるためには我々 HRM 研
究者が集団的労使関係を見て見ぬふりせずに，それと
しっかり向き合う必要があると思います。個別と集団
的労使関係の関係性がまずどうなのか，どこが共通し
て研究できる部分なのか，そしてどういう分析方法が
共通化できるのかというのを考える局面に来ているん
じゃないかなというのが，現状に対する印象というか
個人的な意見です。
　首藤　個別と集団はつながっている部分があると思
います。労使関係研究は，職場ルールの研究だとも言
われます。たとえば，労使で賃金制度を話し合って成
果給などが導入されている場合，個々人がどれほど成
果を上げるかは個別の問題であっても，そもそも何の
成果で給与を決めるのか，どうやって成果を評価する
のかは，集団的なルールとして決定されていたりしま
す。労働組合がない職場も多いわけですが，組合があ
る大手企業の賃金制度が参考にされることも多いです
し。
　田中　おっしゃるとおりだと思います。先ほども少
し話題に上げましたけど，規則と実態の違いみたいな
のって，やっぱり集団的と個別的の両方を見ないと明
らかにならないはずですし，現場でルールがどう運用
されているかというのも，両者がちゃんと見たうえで
判断しなきゃ駄目なはずなのに，それができてないと
いうのは私も感じます。
　首藤　ちなみにルールは，労働協約などに書かれた
もの以外にも，たとえば慣行や文化として職場に根づ

いているものも，皆がそれに従っているという意味で
はルールの一つだと労使関係ではとらえています。そ
ういうことを含めると，さらに近づくようにも思いま
す。経営学や組織行動論では，従業員の発言機能に着
目した研究もありますよね。
　田中　あります。自由な発言というよりは参加とい
うとらえ方をする研究も多いです。たとえば方針決定
や手続きの策定に参加したか否かによって，納得度や
公正感にどのような影響をあたえるか，という見方で
す。先ほどの「見ているものは一緒なんだけどとらえ
方が違う」という問題とつながるかもしれないんです
けど，たとえば先ほど首藤先生がおっしゃった，ルー
ルのなかでの目に見えないルールというのがある。暗
黙のルールや労使双方の前提がある。その一部は経営
学でよく取り扱われる概念である心理的契約でとらえ
られるかもしれません。明文化されていない契約なん
だけど，企業は守ってくれるだろうと従業員が抱いて
いる信念であって，それも暗黙裏にあるルールだとい
うふうにとらえると，似たものは見ているんです。
　首藤　似たものを別の視角から見ているように思い
ます。たとえば，先ほど挙げた小川先生の小集団活動
のご研究は，伝統的に日本的経営を対象にした研究で
深められ，カイゼン活動により生産性や効率性が増し
ていくことが明らかにされてきました。それにより，
労働者も参加意欲を高め，満足度を上昇させるという
面もあります。他方で，労使関係の研究では，カイゼ
ンを進めることで労働密度が上がったり，QC 活動に
より労働時間が伸びたり，といった面も指摘されてき
ました。多分，両面から見て，小集団活動を評価しな
いといけないとは思います。小川先生は，その点に配
慮して書かれており，繰り返しそうした指摘もありま
すと触れていらっしゃいました。多分，同じものを異
なる視点から見ていることになるので，互いに共有し
たほうが研究上も有益なのではないかと思います。
　田中　おっしゃるとおりだと思います。
　池田　社会階層研究は労使関係に関心があるでしょ
うか。
　有田　一応，SSM 調査などにも組合加入に関する質
問が加えられていたりとか，その程度ではありますか
ね。ただ，もう少し広くとらえて，先ほど首藤先生が
おっしゃったように，職場におけるルールなどまで労
使関係の産物だと考えると，これらは社会階層論や社
会学全般においてすごくレリバントなテーマだと思う
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んです。
　それから，後（５　格差・不平等）で紹介しますけ
れども，今井順先生の本は，もう労使関係の本だと言
ってもいいと思いますし，金（2017）もそういう側
面があると思います。ただ，共通しているのは皆さん
海外で学んでいらっしゃるということで，先ほど海外
のほうが労使関係研究が盛んだとうかがって，やはり
そういうことも影響しているのかなと思いました。
　首藤　社会的に労働組合の規制力が残っている国で
は，労使関係研究が今でも盛んに行われています。日
本では，労使関係を研究する人は減っているように思
いますが，労使関係が研究されなくていいのかと言わ
れると，そういうわけではないと私は考えています。
　池田　たしかに格差とか不平等とかといったとき
に，日本の階層研究で，労働組合に入っているかどう
かで違うかどうかとか，改めて問うてみると面白いか
もしれないですね。たとえば大企業を念頭に置いた場
合も，労働組合のある大企業と労働組合のない大企業
を分けて考えてみるということです。労働研究では，
昔から，労働組合の有無別に不況期の賃金の下がり具
合とか見ていますけど，社会階層論的な視点でとらえ
直してみる価値はありそうです。
　首藤　今日，労働組合に組織されているような職場
で働いている人というのは，社会のなかでは，ある意
味「勝ち組」になっている面はたしかにあると思いま
す。組合組織は，大企業の正社員が中心ですから。で
すので，組合が社会的弱者に寄り添っているかと問わ
れると，むしろ逆の構図になっているとも言えます。
　池田　非正規雇用者の組織化の話はいかがでしょう
か。
　首藤　非正規雇用者の組織化は，それなりに進んで
きました。今，日本最大のナショナルセンターである
連合の組合員は，約 2 割がパート等組合員です。新た
に労働組合をつくるというよりは，もともと存在して
きた正社員組合を拡大する形が多く，それについては
研究もずいぶんされています。
　企業別組合に焦点を当てると，たしかに労働組合は
正社員の利益ばかりを守っているように見えます。た
だ，労働組合も多層的な構造を持っており，上部団体
は，組合員以外の労働者に目を向けています。たとえ
ば，最低賃金（最賃）の決定には，労働者代表として
組合が出ています。最賃に支えられている賃金を受け
取る労働者もいますので，法律や制度への組合の関与

に焦点をあてれば，広く一般的な労働者のルールづく
りに組合が関わっている面もあります。
　池田　日本の労働組合法は，簡単に組合がつくれて
強い交渉権を持てる仕組みになっていますので，弱い
立場の労働者に力を与えるポテンシャルは今でもすご
くあるのにうまく使われていないなと思う話もよく聞
きます。労使関係研究は，いつまでやるのかというの
ではなく，これからもやるテーマとして発展させてい
きたいですね。

　4　多様な就業形態

　池田　日本的雇用システムというのはいわば日本の
労働調査の中心線ですね。その中心線が揺らいだり，
変わったりする動向をとらえるという問題意識だった
んですけど，この後は反対に，働き方の裾野の広がり
というか，多様な働き方というテーマでお話をしてい
きたいと思います。これまで就業形態の多様化という
と，パートや派遣社員のような非正規雇用者を対象に
した研究が目立っていましたが，最近は自営業やフリ
ーランスを対象にした研究が目立ちます。また，副業
という意味での働き方の多様化を正面から分析した研
究も出てきています。

●主な研究成果

仲修平（2018）『岐路に立つ自営業―専門職の
拡大と行方』

　有田　本書は自営専門職という視点から，日本の自
営業層の変化と構造を計量社会学的に考察した研究で
す。この本は 2018 年 11 月に刊行されていて，少し
だけ対象期間を外れているのですが，3 年前の座談会
の時期にはまだ刊行前か刊行直後でしたので，今回取
り上げました。
　社会階層論の領域では，これまで自営業層は旧中間
層と位置づけられることが多く，たとえば商店街に店
を構えるような個人経営の小売業主やサービス業主な
どが主にフォーカスされてきたかと思います。それに
対して本書では，「組織に雇われずに働く専門職」と
しての自営専門職に着目し，SSM 調査などの大規模な
社会調査データを用いて，自営専門職の職業移動，職
業構成や所得について，専門職以外の自営職，あるい
は被雇用の専門職との比較を通じて分析しています。
　その結果，日本では依然として旧来型の販売やサー
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ビス・熟練職といった自営が多い一方，自営専門職が
占める比率も近年明らかに増加していて，しかもその
傾向は就業者全体の専門職比率の増加傾向よりも顕著
であることがわかっています。また，従来の自営業に
関しては，被雇用として働いていた年数や，小規模な
企業で働いて経営のノウハウを身につけることなど
が，自営業への参入確率を高めていたのですが，これ
らの条件は自営専門職への参入にはそれほど大きな影
響を及ぼしていないという結果が示されています。こ
れらの結果は，自営専門職への参入障壁の低さを示唆
するものですが，実際自営専門職の所得は常時雇用の
専門職に比べて低いということも明らかになっていま
す。 
　情報通信技術の発展ももちろんそうですが，近年の
コロナ禍とそれに伴うさまざまな変化によって，「雇
われずに働く」という働き方はより一層重要なものと
なりつつあり，従来一般的だった自営業イメージとは
異なる形で働く自営業者が今後も増えていくものと思
われます。これらの人々の社会経済的地位はどのよう
なものであり，もし必要である場合，どのような政策
的支援が望まれるのかなど，今後も詳細な調査と総合
的な分析が必要な問題だと思います。

川上淳之（2021）『「副業」の研究―多様性が
もたらす影響と可能性』

　田中　副業の研究について説明をさせていただきま
す。近年，副業を推奨する流れがありますが，現実は
多様で，キラキラした副業ばかりじゃないということ
を面と向かって教えてくれる 1 冊です。社会背景とし
ては，やはり働き方改革で副業というのが大々的にキ
ーワードとして挙げられたので，注目が大きくなって
きています。しかし，川上先生の言葉を借りると，副
業を研究対象としたものがなかったというので，その
点ではこの研究が一つ地平を開いたという意味では大
きな研究だと思われます。
　この研究は労働経済学者による研究なので，私はち
ょっと門外漢の部分はあるんですが，さまざまなデー
タを駆使して，たとえば『就業構造基本調査』やリク
ルートワークスのパネル調査，JILPT の調査，家計パ
ネルを使って，それらに基づいて多様なたくさんのデ
ータを使って複眼的に副業者を見ようというもので，
貴重な研究成果だと思います。
　先ほどのキラキラした副業とは全然違う結果に出て

いて，サービス業で労働時間が短くて低収入の人たち
が副業を持ちたいという意向が多くて，それが現実だ
というのが示されています。一方，高収入者であって
も，専門を発揮した副業を行う，たとえば大学教授の
例とかも出ていましたけれども，専門性を発揮して副
業も持つ，労働時間も長いのに副業も持っちゃうとい
うようなパターンの人もいるというのは明らかになっ
ています。そのほかのキラキラしていない部分でいう
と，シングルマザーが副業を持つ傾向も見られるとい
う点も挙げられていました。
　もう一つ，キラキライメージからかけ離れる結果と
して出ていたのが，低所得者層においては，収入を得
る目的で副業を持つという傾向です。また，収入水
準・所得水準が上がると，非金銭的な理由によって副
業を保有するということも示されたと結果も出ていま
す。そして，金銭的動機で副業を保有する人たちは，
その副業が本業の役に立っているかというと，実はそ
うじゃないという結果も示されていて，これもキラキ
ラ副業で言われている，本業に役立ちますよというの
とは違う結果が出ているということが分かりました。
一方，非金銭的動機は，本業とは異なる副業を持って
いたとしても本業の役に立っていると回答している人
たちがいて，非金銭的な，余裕があって副業をやって
いる人は，自己啓発的に副業をやっているという結果
も示されました。
　もう一つ出てきたのが，分析的な職業とされる一部
の職業，ここでは管理職，専門職や IT 技術者は，副
業保有が，本業のパフォーマンス（本業の賃金率）を
高めるという結果が示されました。
　こうやって見てみると，先ほど来申し上げているキ
ラキラした副業というのは実は一部で，それはメイン
ではなくて，本当は収入に困っている人たちがその収
入の少なさを補塡するために副業をやっているという
のが現実だというのが分かってきました。
　この本ですが，最後のほうで，出版直前になってコ
ロナが起こったというので，その点にも少し触れてい
ます。今後この副業調査をもう少し発展させて，たと
えばコロナ禍において，クラウドワーク的な仕事をす
る人たちも増え，副業をしている人たち，副業的な働
き方をしている人たちも増えていると思われるので，
そういった人たちの現状がどうなのかというのを見る
というのも今後の調査展開としては期待されると思い
ます。
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●ディスカッション

　自営業のとらえ方

　池田　首藤先生から見て，この分野はどのように映
っておられますか。
　首藤　雇用類似の働き方に関する研究が，近年増え
つつあります。大きく分けて，労働法，社会保障法や
社会保障制度における労働者性を検討する研究と，就
業や生活の実態を検討する研究があると思います。
　法的・制度的研究としては，JILPT の報告書が，国
内のみならず，海外での実態や最新の議論を紹介して
います。たとえば，労働政策研究・研修機構（2021b）
は，ドイツ，フランス，イギリス，アメリカでの雇用
類似の働き方に関する労働政策の動向を明らかにした
ものです。各国が，雇用類似の就業者に対して，必要
に応じて，既存の法律を適用して保護の対象とするな
ど，法的な対応をとっていることが分かります。
　今年 9 月からフリーランスなどで働く人も，労災保
険に特別加入の対象となりましたが，雇用されずに働
く人々の社会保障上の整備は，日本のみならず世界で
喫緊の課題となっています。労働政策研究・研修機構

（2020）は，まず，労災補償保険制度の保険対象者，
事業主の加入の可否，財政，保険給付の種類など，労
災保険の概要を国際比較したうえで，働き方の多様化
と労災が議論されます。テレワーク中の傷病が労災認
定されるかどうか，兼業・副業での労災適用のあり方
などについて，日本と諸外国の状況が整理され，参考
になります。
　就労形態の多様化については，労働組合も検討を進
めており，たとえば ETUC（欧州労働組合連合）は，
2019 年に『新しい雇用の形ための労働組合の戦略』
という報告書を出しています（ETUC 2019）。主に労
働法・社会保障法上の「労働者」の概念規定，枠組み
を検討し，基本的な労働権・社会権は普遍的な権利な
ので，これらの権利の適用範囲を拡大していくべきだ
と主張しています。
　連合総研も 2015 年に『「曖昧な雇用関係」の実態
と課題に関する調査研究委員会』を発足させ，2017 年
に『働き方の多様化と法的保護のあり方』を出してい
ます。ETUC と同様に労働法上の労働者性の判断基準
の見直しを提言するとともに，これらの就労者が，組
合や同業者団体などに加入し，交渉力を高めようとす
るインセンティブが高いことも調査結果から示されて

います。
　また，就業実態に迫る研究も出されています。たと
えば，ヨーロッパにおける自営業の研究としては，
Conen and Schippers（2019）があります。この本は，
プラットフォーマーというよりは，自営業一般を対象
とし，自営業者がいかに不安定で，社会的リスクにさ
らされているかを，統計データの分析により描き出し
ています。とくに自営業者が高齢になったとき，退職
した後の貧困リスクがきわめて高いことが分かりま
す。
　そもそもプラットフォーマーなどの雇われない働き
方をしている人が，どれくらい存在するのかを検討し
たものとしては，労働政策研究・研修機構（2018）
があります。調査時点で，『労働力調査』が把握して
いない自営業主は 467 万人程度と推計されます。そ
のうちオンライン・プラットフォーマーは 300 万人
を超え，約半数は本業で正規の職を有していると述べ
られています。
　また，労働政策研究・研修機構（2019）は，ウェ
ブアンケート調査に基づき，独立自営業者やクラウド
ワーカーの属性（年齢や学歴など），取引先との関係，
契約期間，平均就労日数，報酬額，満足度などを明ら
かにしています。独立自営業者を「雇用されない形で
業務を依頼され，かつ自身も人を雇わずに，報酬を得
ている者」と定義します。なかでも働き方が労働者に
近い独立自営業者は，相対的に中・高卒者が多く，

「現場作業関連」などの熟練度の低い業務に就いてお
り，「クラウドワーカー」には女性が多く，主たる生
計の担い手ではなく，兼業として働いており，両者は
いずれも収入アップを目的とした就労とのことです。
　今日，輝かしい兼業・副業モデルが話題となってお
り，人脈をつくり，キャリアアップになるといったイ
メージが先行しているように感じますが，JILPT の報
告書を見ると，兼業副業をしている人の学歴水準は相
対的に低く，キャリアアップよりは収入アップのため
に働いていることが分かります。
　池田　田中先生，いかがでしょうか。
　田中　労働政策研究・研修機構（2019）にも，実
際データを見てみると，かなり雇用類似に近い働き方
をしている人たちが多いという実情があり，やはり保
護をどうするかというのを考える必要があるといえま
す。そういった点からも，今後の独立自営業に係る政
策を考えるうえでの 1 つのきっかけになる重要な報告
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書だなと思います。トラブルに遭った，遭わなかっ
た，などという具体的な設問もあり，企業と個人の関
係性を考えるうえでも，（場合によっては独立自営業
にかかわらずかもしれないですけれども）それらを考
えるための重要な示唆を示す結果だなと思いました。
　池田　雇用関係から排除された結果としての自営業
というニュアンスが前面に出てきている印象を持ちま
す。もともとは雇用されて企業に内部化されているほ
ど従属的であるはずなんですけれども，実際はそうで
はなくて，外部化された周辺部分に強い従属性があ
る。そういう問題を提起しているわけですね。
　首藤先生のお話ですが，要するに，学歴が低くて，
技術的に熟練度が低くて，企業としては内部化するメ
リットが小さい労働力を，しかし，それでもそういう
仕事をする人は必要だから，交渉力が一番弱い自営業
者として従属的な形で活用するということが行われて
いるわけでしょう。この後の格差との話とも関係する
話です。このテーマは一過性の流行ではなくて，労働
市場の構造的な問題としてあることなのでしょうか。
それとも，何かある種の処方箋によって解消しうる問
題なのでしょうか。
　首藤　企業が直接雇用せず，雇用の枠外に位置する
労働者層は，昔から存在していたと思います。労働者
にとっては，最低賃金とか労災保険といった社会的な
保護を受けられるかどうかという点で，雇用される
か・されないかは大きな違いですよね。企業にとって
も，どこまで雇用の外の労働者を使用できるかは，分
かりません。企業も，やはり雇用していたほうが柔軟
に働かせることはできるわけですから，外に出してし
まうことによるやりにくさも当然あると思います。で
すので，こうした働き方が，今後どれほど拡大してい
くのかは，私は分からないなとも思っています。これ
までも一定数，請負とか外注とかはあったわけです
が，同時に請負に委ねられる範囲も限られているよう
な気もします。
　池田　使用者としては雇用負担を免れたいけど労働
力としては活用したいという，そういう労働者層が昔
からいて，そういう人たちを保護する政策も昔からあ
る。でも，また規制の外で新しい活用方法が生み出さ
れる。そういういたちごっこが続いているようにも思
います。
　首藤　昔から家内労働はあったわけで，家内労働法
で最低工賃や安全衛生を規制していたわけですよね。

かつては家でボタンつけしていたのが，今は自宅のパ
ソコンでテープ起こししています，などと業態は変わ
っていますが。ただ，こうした働き方にも何らかの形
で法規制を適用していく必要がある，という話は当然
出てくると思います。
　池田　非正規雇用が雇用類似にどんどん置き換わっ
ていく趨勢にあるというよりは，雇用システムのなか
で一番周辺に位置する労働者をどう調達するかという
ことが歴史的に変化しているということですね。先ほ
どの家内労働法は製造業を対象にしていましたが，そ
こが IT になったり，サービス業になったりというふ
うにして変化していくから，カバーする法律の範囲を
見直していくという，そういう感じですかね。
　首藤　そうですね。
　田中　その点を経営学の観点から見ると，おそら
く，いわゆる数量的な柔軟性を確保するためにそれら
労働力を活用するという見方になると思います。どの
切り口から見るかなんですけど，たとえば政策的な観
点から見ると，保護がどうこうという話になるんです
けど，経営学の観点から見ると，効率的な人材活用の
ために独立自営の活用というストーリーになることも
多い。フリーランスという人たちがいる，クラウドワ
ーカーがいる，だから彼らとはまずワンショットで取
引しよう，この部分は内製化せず外注でよいよね，と
いう話になってきます。そうなると，独立自営業者へ
の視点は学問的バックグランド及び事象のとらえ方・
使い方によりけりで，同じ事象であっても描くストー
リーが変わりますよね。
　池田　なるほど。後の格差問題とちょっと絡むとこ
ろもあるので，また戻ってもいいかなと思いますが，
一つ大きなトレンドとして，自営的な働き方というの
をどうとらえるかというのは，今後の労働調査の一つ
のテーマになるのかなと思います。日本社会は雇用就
業率が非常に高いんですよね。そのうえで，自営業者
も雇用に近いという実態が明らかになっているわけで
す。
　有田　首藤先生がさっきおっしゃっていた，アウト
ソーシングの結果，自営業者がずっと増えていくのか
どうかという問題を韓国の事例と比べてみると，韓国
はやはり疑似的な自営業者が増えていて，疑似的自営
業者も非正規雇用の一部としてとらえられるようにな
っています。でも日本は，韓国ほどには，雇用関係を
請負や自営に代替していくという動きがそこまで見ら
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れない。何が違うのかと考えてみると，これはまだ雑
駁なアイディアでちゃんと詰められていないんですけ
ども，やっぱり日本のほうが非正規雇用を便利に使い
やすいから，という理由もあるのかなと思うんです
ね。日本では非正規雇用を，数量的な柔軟性の面だけ
ではなくて，人件費などの面でも，すごく便利に使え
るというところが，自営代替のようなことがそこまで
多くは起きない背景要因の一つになっているように思
っています。
　首藤　たしかに国際比較してみると違った面が見え
てきますよね。たとえば，タイやマレーシアも自営業
や個人事業主の比率が高い国と言えます。今の先進国
の歴史を振り返ると，経済が成長していくと，多くの
労働者が雇用化されていったのだと思うのですが，こ
れらの国では雇用化が進みません。個人に目を向ける
と，一度雇用されても，また自営に戻ったりすること
も多く，自営比率が高くなっています。以前，調査に
行ったとき，たとえば個人事業主のタクシーのドライ
バーでも，以前は日系企業の社長付の運転手で雇用さ
れていたけど，個人事業主のほうが気楽でいいからと
いって，そちらに戻ってしまう人がいました。雇用化
されれば，一応労働法により，最低限の労働規制が適
用されます。しかし，適用のない個人事業主のほうに
移動してしまう。
　有田　たしかにそのような部分はありますね。今の
首藤先生のお話は，台湾がそれに近いケースのように
思っています。1990 年代に韓国と台湾の発展メカニズ
ムを比較した本（服部・佐藤編 1996）があるんです
けれども，その中の沼崎一郎先生の論考では，台湾の
人々は，雇い主の下で他人の利益のために働くよりも
自分自身の利益のために働きたいと考える傾向が強
く，雇用関係に入るよりも自営業者として対等な契約
関係を結ぶ方を好むということが，少し前の研究にな
りますけれども，指摘されています。
　首藤　労使関係論の視点から見ると，経済の発展と
ともに民主化が進み，労働組合が出来るようになれ
ば，組合が要求して雇用労働者の賃金を上げてきたの
が今の先進国だと思います。他方で，東南アジアです
と，民主化の進展が弱い国もあり，組合の組織率も低
いままです。その結果，雇用労働者の労働条件があま
りよくならない。だから，雇用化が進まない，という
側面もあるのかもしれません。
　池田　そうしたことをふまえて，仲先生が指摘して

いる自営専門職の拡大ということを改めて考えてみた
いと思います。
　先ほど首藤先生がご指摘になりましたけど，周辺的
な労働市場の産業構造が変化したことで，たとえば
IT や建設の技術者が個人請負みたいな形で自営業化
しているという可能性があります。その場合，そうい
う人はある程度は増えるけど，そんなには増えないと
いう結論になると思います。首藤先生がおっしゃるよ
うに，そういう外部人材は昔も今も一定数はいる，一
定数を超えて増え続けるということは考えにくい。
　ただ，もう 1 つ，ポジティブな見方をすると，「ブ
ラック企業」というレッテルを貼られがちな業種の零
細企業って，もともとキャリアの出口が独立開業とい
うところにあったケースが目立ちますよね。飲食店や
建設業は典型です。自分が開業するために必要なノウ
ハウを全部学ぶというつもりでレストランとか建設会
社とかに入っているわけです。だから，ジョブ型で定
時退勤でといったように，適切な雇用管理で職務や勤
務時間を区切って働くより，勉強できるものはもう全
部勉強しちゃうというつもりで長時間働き，何でもや
る。その出口としての独立開業が難しくなると，こき
使われているだけの雇用労働者で終わってしまうわけ
です。そういう面では，建築土木技術者の人がある程
度独立開業できるようになっているということを，ポ
ジティブにとらえることもできると思うんですよね。
　そのように，先ほどの保護されない従属労働者とし
ての雇用類似という話と，専門職の自営業の拡大とい
うのを併せて考えると，仲先生の研究は，すごく想像
力をかきたてると思いますね。
　自営業や雇用類似という話に近いのが，副業です
ね。実は本誌で副業特集（2016 年 11 月号，No. 676）
を担当したことがあったんですけど，研究が少ないん
ですよね。だから，川上先生の研究は本当に意義が大
きいと思います。
　有田　社会階層研究の中にも副業をとらえようとし
た試みはあるんですけれども，これまではやはり絶対
数が少なくて，社会調査の 1000 単位の調査対象者の
中からはそんなに上がってこなかったんですね。なの
で，なかなかできなかった，という面がありました。
ちょうどいい機会をいただいたので，ぜひ強調したい
のは，こういう多様な働き方といった問題にアプロー
チするときには，規模の大きな調査データが本当に重
要だということです。たとえば公的統計の個票データ
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の二次利用などがまさにその代表例ですけれども，そ
れがすごく大事な役割を果たすんだということに，こ
の座談会でも改めて触れておきたいと思います。
　池田　川上先生は JILPT のアーカイブデータも使
っていますね。ウェブモニター調査ですが，副業のよ
うに一般サンプルではなかなか十分なサンプルサイズ
を確保できないテーマを扱うときには，ウェブモニタ
ー調査が強みを発揮しますね。また，川上先生は，計
量分析を主としつつ，聞き取り調査を並行してやって
います。聞き取りによる当事者のエピソードと計量分
析の両面から，副業の実態を描き出しているというと
ころも大きな魅力になっていると思います。
　今日の座談会では研究スタイルとして，事例調査な
ら事例調査，計量分析なら計量分析という 1 つの方法
で行けるところまで行く，必殺技で勝負するというス
タイルと同時に，複数の調査法を組み合わせ現実にア
プローチするという，その両方が目立ちますね。川上
先生は後者ですが，仲先生は，階層研究の計量社会学
の手法でやっぱり行けるところまで行くというスタイ
ルです。この座談会の最初に出したテーマの多様化と
手法の多様化と，その使い分けと組み合わせみたいな
ところがいろいろな場面で目立つなという印象を改め
て持ちます。

　5　格差・不平等

　池田　多様化というのは，優劣のない水平的な関係
であれば，働き方や生き方の選択肢が増えるというこ
とですが，優劣がある垂直的な関係になると，それは
格差・不平等ということになります。これは先ほどの
自営業の評価にも関わる問題ですが，もう少し掘り下
げたいと思います。
　労働市場において問題になる格差・不平等には 2 つ
の次元があります。1 つは，学歴や職業，従業上の地
位にもとづく社会階層的な格差・不平等です。その観
点では，SSM 調査が日本の階層研究というか不平等研
究の一丁目一番地でしょう。もう 1 つは，性別や年齢
といった属性にもとづく格差・不平等です。稲上

（2005）は，日本的雇用システムの周辺に置かれた労
働者層を「女老外」と要約していました。女性と高齢
者（老人）と外国人です。近年はこうした労働者の包
摂が重要なテーマになっていますが，一方で格差の根
強さも指摘されています。それぞれについて，重要と
思われる研究を推薦していただきたいと思います。

●主な研究成果

有田伸・数土直紀・白波瀬佐和子 編（2021）『少
子高齢社会の階層構造 3　人生後期の階層構造』

　有田　この本は，2015 年の SSM 調査プロジェクト
の成果をまとめた 3 巻セットの内の 1 冊です。SSM 調
査というのは，この座談会のなかでもこれまで何度か
出てきたかと思いますが，日本社会の格差構造や移動
機会を調べるために，1955 年から 10 年おきに，主に
社会学者が研究プロジェクトを組織して実施している
大規模な社会調査です。2015 年の調査では，少子高齢
化現象に特に焦点が当てられ，高齢の対象者をより多
く含める形で調査を実施しています。
　SSM 調査の特長の 1 つは，人々の職歴，すなわち
最初に就いた仕事から現在の仕事まですべてに関し
て，入職・離職年月，職業，産業，企業規模，役職と
いった情報を全部尋ねていることです。もちろんこの
ようなデータは，パネル調査を通じても得られる可能
性がありますけれども，多くの人々を対象としてパネ
ル調査を長期間実施することには本当に多くの費用が
かかりますので，対象者の職歴を回顧的に一気にすべ
て回答してもらう SSM 調査のやり方も，職歴をとら
える現実的な方法の 1 つです。
　職歴データを用いた分析は，他の巻でも行われてい
ますが，ここでは今回の SSM 調査が特に焦点を当て
た「人生後期の階層構造」を扱った第 3 巻について紹
介してみたいと思います。
　この巻を通じて示されているのは，高齢者の社会経
済的地位は，現役期の職歴の影響を非常に大きく受け
ているという事実です。具体的には，高齢者の所得・
資産，住宅，健康などの格差は，現役期の職業履歴，
たとえば失業・非正規雇用経験の有無などを要因の１
つとして生じていることが本書では示されています。
また本書では，「RPD 指標」をはじめ，複雑な構造を
持つ人々の職歴データを記述し，分析するための手法
なども紹介されていますし，このほかにも，高齢者の
就業状況や職業移動，さらには出身階層による地位や
教育機会の格差や，これらの格差と意識の関係など，
これまでの社会階層研究が追究してきたテーマに関し
て，最新の調査データの分析がなされ，それを基に少
子高齢社会日本の現在の姿が描かれています。
　高齢者が社会において増えるということは，結局，
すでに労働市場から引退して，働いていない人が増え
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てくる，あるいは現役期とは大きく異なる仕事や働き
方をしている人が増えてくるということでもありま
す。ですので，今後もますます高齢化が進んでいくこ
とが見込まれる日本社会において，仕事や労働，そし
て人々の生活に関する調査を行ううえでは，現在の仕
事を尋ねるだけではなく，過去に就いていた仕事や，
あるいは現在の仕事の今後の見通しを尋ねるなど，も
う少し時間的なスパンを持った調査研究が今後さらに
必要になってくるのではないかと個人的には思ってい
ます。そのような方向での調査研究の 1 つの事例とし
て，本書は位置づけられるかと思います。

今井順（2021）『雇用関係と社会的不平等―産
業的シティズンシップ形成・展開としての構造
変動』

　有田　続いて取り上げたい今井順先生の研究は，近
年の自由主義的な労働市場改革にもかかわらず，日本
の労働市場ではなぜ，雇用形態をはじめとする就業者
の「カテゴリー」に基づく格差が強固に存在している
のかを，労働者としての権利と義務のセットとしての

「産業的シティズンシップ」という概念を手がかりと
して考察した成果です。本書は，経済社会学や新制度
学派の視点から，日本の労働市場での地位の分化を説
明するための理論枠組みを築き，それに基づきなが
ら，日本の労働市場においてどのように労働者の地位
や身分というものが出来上がり，そこに異なる報酬が
結びつけられるのかを説明しています。そのなかで，
企業の労務管理制度に関する聞き取り・資料調査や非
正規雇用として働く若年男性に対するインタビュー調
査などがなされています。これらの結果に基づいて本
書では，グローバル化を背景とした自由主義的な雇用
改革も，結局は日本に特徴的な企業別シティズンシッ
プの規範と論理に基づいて進んでおり，それがカテゴ
リーに基づく労働者間の地位の格差の再生産につなが
ってきたことが示されています。
　本書は，「労働市場も社会関係の中に埋め込まれた
社会の 1 つの制度であり，その具体的なあり方は国に
よって大きく異なる」という経済社会学の発想に基づ
きながら，日本における雇用労働の編成の特徴を比較
の視点から明らかにしようとしています。このような
問題関心は，首藤先生が挙げられた佐野先生の『英国
の人事管理・日本の人事管理』とも大きく共通してい
るように思います。

　格差に関する社会学の調査研究というのは，どうし
てもデータの分析に集中する傾向があるのですが，本
書はきちんとした分析枠組み，しかも社会学らしい枠
組みを築いたうえで，それを分析に結びつけていると
いう点で非常に示唆に富む研究としてここで挙げまし
た。雇用関係という 1 つの制度を成り立たせている要
因として，非公式な規範や文化・認知の重要性を強調
している点も，まさに社会学らしさの表れと言えるか
と思います。
　日本の労働市場には，さまざまな制度的条件が強い
作用を及ぼしているように思いますので，それらの作
用をきちんと理解し，またそこで生じている問題の有
効な解決策を考えていくためには，やはり日本の制度
を理解するための枠組みをしっかり築いたうえで，そ
れに基づく調査と分析を進めていくことが何よりも重
要だと個人的には考えています。本書は，社会学の視
点からこのような課題に真正面から取り組んだ成果と
して意義がある研究だと思います。

林拓也（2019）『職業間距離の計量社会学―
人々の意識からみる職業の多次元構造』

　有田　次に計量社会学の分野における職業に関する
調査研究事例として，林拓也先生の『職業間距離の計
量社会学』を挙げたいと思います。社会学者は人々の
仕事に関する諸条件のなかで，職業にまず着目してき
ました。職業が人々の地位を理解するうえで最も重要
な条件であると考えられてきためです。実際，これま
での社会学の研究は，人々の地位の高低を判断するた
めに職業威信という指標を用いてきました。これは，
個別の職業についてその地位が高いか低いかを人々に
尋ね，その結果に基づいて各職業に 100 点から 0 点
までのスコアを割り当てた指標です。
　しかしさまざまな職業間の関係は，単にその地位が
高いか低いかという一元的な序列関係だけではなく
て，もっと多様な観点からとらえていくことも可能で
す。このような問題関心から本書では，人々がどのよ
うな職業を互いに「似ている」と思うのか，またそれ
ぞれの職業にどのようなイメージを持っているのかを
調査し，その結果に基づいて職業間の多次元的な関係
を探っています。その結果，やはり職業間の関係は単
にその地位の高低だけではなく，仕事を行うための資
源が企業組織に属しているかそれとも個人の技能にあ
るかの違いなど，いくつかの軸に基づいて多元的に把
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握されていること，さらに他の社会における結果と比
較すると，日本では職業の地位の高低という軸が，雇
用の安定性という要素も加わったものとなっているこ
と，などの知見が示されています。
　伝統的な職業研究とか労働研究では，もう少し客観
的な方法，といいましょうか，たとえば職務分析等の
手法を通じて，各職業を構成する職務やタスクの性
質，あるいはそこで用いられるスキルのレベルや種類
を調べて，それに基づいて職業間の距離を測定すると
いう研究が，JILPT などでもなされてきたかと思いま
す。それに対してこちらは，社会調査データに基づい
て，人々の意識のうえでの距離と，距離を構成する次
元の分析をしているという点が特徴です。これらの方
法にはそれぞれ長所があるように思います。こちらの
人々の意識に基づく研究は，人々の行為を説明するう
えで，たとえば職業選択であるとか，交際などの相互
行為を説明するうえで強みを発揮するのではないかと
思います。
　このほか，林（2020）は，教育社会学の枠組みな
ども参考にしながら，公務員の採用と昇進の基礎とな
る「能力」とはいったい何か，そしてそのモデルは自
治体間でどのように異なるのかに迫った行政学の研究
成果です。
　それから，新型コロナに関する議論でも触れました
が，渡邊（2020）は，SSM 調査の職歴データを使っ
て，第二次世界大戦という大きな出来事が人々の仕事
やその他の人生の側面にどのような影響を及ぼしたの
かを総合的に研究した成果として注目されます。

大森真紀（2021）『性別定年制の史的研究―
1950～1980 年代』

　首藤　私からはジェンダー格差に関する研究を紹介
します。本書は，1950 年代から 80 年代を対象に，性
別定年制の実態と変容を行政文書，裁判資料，組合文
書などに基づき解明した研究です。性別定年制とは，
性によって異なる条件による定年制で，典型的には女
性にのみ結婚・妊娠・出産などを理由とした退職制，
男女間で異なる年齢での定年制度です。なお本書は，
社内制度のみならず，勧奨や慣行も含めた雇用管理を
論じています。
　性別定年制は，女性労働の文献ではたびたび触れら
れ，裁判例もありますので，存在は広く知られていま
すが，これを分析した研究はほとんどありません。本

書は，性別定年制度が，どれほど普及していたのかを
量的に把握し，行政の対応の遅れがあったことを各部
局長が出した通牒などから検証します。そのうえで，
民間企業，地方公務員・公立小中学校教師，農協職員
を対象に，性別定年制の実態と変遷が詳述されます。
採用時に結婚退職誓約書への署名が求められ，年齢や
婚姻・出産の有無で退職勧奨がなされ，拒否すれば定
昇停止や配転が行われてきました。つまり，一定年齢
に達した女性たちを執拗に退職させようとしてきた実
態が，史料に基づき描かれています。それは，民間企
業だけではなく，女性が働きやすいといわれてきた地
方公務員や学校教員の職場でも存在していました。
　なぜ女性を退職させるのか，企業や地方自治体の使
用者側が，性別定年制を正当化する根拠が，驚くほど
共通していると著者は述べます。それは，中高年女性
が同年代の男性と比べて能力が低く，賃金水準に見合
わないという認識です。いわゆるジェンダー的な男女
の能力や適性の相違に，加齢に対する偏見という二重
の差別が交差したもので，本書はこれを「性別年齢
観」と名づけます。労働組合も，この認識を共有して
いました。
　女性労働や男女間格差の研究は，かなりの蓄積があ
りますが，従来，賃金・昇進などの男女格差の主たる
要因には，男女間の定着率の違い，とりわけ女性の短
期勤続・早期離職にあると考えられ，統計別差別理論
を根拠に説明されてきました。格差縮小には，女性の
定着率を高める必要があり，男性を含めた労働時間の
短縮，ワークライフバランスの実現が重要だと認識さ
れています。
　ただ，本書は，女性が相対的に短期で離職する実態
を，長時間労働や転勤といった働きにくさに求めるの
ではなく，女性が退職させられてきた史実を描きま
す。加えて，著者はこの問題が決して過去のことでは
ないと指摘します。もちろん，今日，性別定年制を就
業規則として定めている企業はもはやないでしょう。
しかし，均等法施行後も，労働行政による相談や指導
では「定年，退職，解雇」の問題の比重はきわめて大
きかったし，それゆえ 2000 年代の改正均等法に「婚
姻，妊娠，出産等を理由とした不利益取扱いの禁止」
を盛り込まざるをえなかったわけです。さらに 2014
年には「マタニティ・ハラスメント」という用語が流
行語大賞になりました。著者は，こうした動向から，

「結婚等退職制度の問題が，よりインフォーマルな形
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で存続している」と述べます。
　過去に執拗なまでに女性を離職させようとしてきた
使用者側の行動は，男女平等施策の前進とともに，ど
こまで変容してきたのだろうかと考えさせられまし
た。現在，女性労働をめぐる議論は，企業は女性の就
労継続を求めていることを前提としたものが多く，離
職するか，継続するかは，職場の環境に起因しつつ
も，女性自身の選択であるように語られています。本
書は，そうした認識があまりにも楽観的なのではない
かと突きつけるように感じます。
　今日，法律や制度のうえで，男女は均等になりまし
た。しかし，男女格差はなかなか縮小しません。それ
はなぜなのかを考えるにあたり，この社会の根底に流
れる差別構造は，果たしてどれほど変わってきたのか
を考えていかなければならないと感じました。

労働政策研究・研修機構（2020）『高年齢者の雇
用に関する調査（企業調査）』

　田中　高年齢者雇用安定法の下で企業はどのように
高年者の雇用管理を行っているかという，企業調査に
関する報告書です。そのため，経営学とは親和性が高
い調査と言えます。調査手法は商工リサーチのデータ
ベースから抽出してアンケート調査をしています。
　この報告書を経営学の観点から見ると，ある意味で
は先ほどの女性労働とも関わります。大森先生の本で
は，女性を就業させよう，就労継続させようという意
向がそもそもないんじゃないかという指摘がありまし
たけど，経営学の観点から見ると，労働力人口が減っ
ているなかでいかにヒトを確保するかとなったとき
に，移民も増えるかもしれませんが，移民よりも先に
女性や高齢者というのがメインターゲットになってき
て，彼らを労働力としてどう使うかというのが問題に
なってくるわけです。そのため，高年齢者の雇用とい
うのは経営学においても重要なトピックです。労働者
個人側においては，労働者の労働意欲の維持という課
題があります。そして，企業は，高齢者雇用の確保が
課題ですので，その社会的要請を示す調査といえま
す。
　労働現場でさまざまな思惑とかしがらみがあるなか
で，高齢者雇用がどのように進んでいっているかとい
うのはやはり明らかにするべき問題です。企業にとっ
て避けて通れない問題ですし，定年を廃止している企
業も徐々にですが増えています。今後の人口構造を考

えると，定年年齢はもっと上がるんじゃないかという
ような議論もありますので，企業にとってかなり重い
課題がこの高齢者雇用です。
　経営学，特に人的資源管理論が得意とする職場レベ
ルの話に持っていくと，「昨日の上司が今日から部下」
問題みたいなのも起こるわけですね（笑）。多くの企
業が役職定年制を入れており，役職定年の後しばらく
たってから再雇用になっているので，あまりドラステ
ィックにそれが起こるわけではないんですけど，昔の
上司が今日の部下というのはありうるわけで，人間関
係を考えるうえで非常にセンシティブな問題ですし，
どう対応したらいいか難しい問題なので，今後経営学
としてそういう点もしっかり考える必要があると思い
ます。あと，雇用継続者や高年齢者が差別されると
か，格差を容認せざるをえない状況をつくらないため
にも，この調査を継続していく必要があると思いま
す。そして，たとえば，高齢者の再雇用者とそれ以外
の若年・中年労働者間の組織的公正の研究などを加味
していくと実践的インプリケーションも高くなりそう
です。
　また，この調査は「こういう高齢者が望まれる」と
いう点も示唆されています。「高齢者を採用するとき
にこういうポイントを見ていますよ」という点もこの
調査で明らかになっているので，労働者としての高齢
者が自身のエンプロイアビリティ向上に向けて何をす
るべきかという，高齢者向けメッセージも発信してい
る報告書と言えます。

永吉希久子 編著（2021）『日本の移民統合―全
国調査から見る現況と障壁』

　有田　この本は，外国籍の人々を対象とした全国調
査を通じて，日本に暮らす「移民」の社会経済的地位
や日本社会への統合の状況を総合的に検討した成果で
す。
　日本社会は外国からの労働力にますます大きく頼る
ようになっており，在留外国人数は日本の総人口の 2
％を超えるに至っています。このような状況におい
て，外国籍の労働者が日本の労働市場においてどのよ
うな処遇を得ているのか，また日本人労働者との間に
はどのような格差があるのか，といった問題がますま
す重要になっています。
　これらの問題に関しては，これまでもさまざまな調
査が行われてきましたが，そのほとんどが一部の地域
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や企業のみを対象としたものであり，日本社会全体を
対象とした無作為標本抽出調査は行われていませんで
した。本書の基になった研究プロジェクトでは，2009
年の法改正を経て外国人住民も登録されるようになっ
た住民基本台帳から無作為に対象者を抽出して，多言
語に翻訳した調査票による調査を行うことで，これま
で日本人を対象として実施してきた社会調査と変わら
ない確かな調査方法で，外国籍住民に対して全国調査
を行っています。そういう意味では非常に先駆的な調
査研究だと言えると思います。
　本書ではこの調査データを基に，教育，雇用，賃
金，家族，社会参加，メンタルヘルス，永住意図に関
する分析が行われ，また日本人を対象とした分析結果
との比較もなされています。就業に関する部分に関し
て紹介すれば，移民の中にも正規職就業者は一定程度
存在するものの，全体的にはやはり低技能の非正規職
に就業する傾向が強いこと，また移民の賃金は日本人
に比べて低く，特に非西洋諸国で教育を受けた移民
は，高等教育を受けていたとしてもその効果が見られ
ず，特に賃金が低いことなどが示されています。
　日本の労働市場における外国籍の労働者は今後もま
すます増加していくことが予想されますし，今後の日
本の労働調査は，外国人労働者の存在を意識せずには
行えなくなってくると思います。厚生労働省が政府統
計の対象として，外国籍の人々を積極的に含めていく
方針であるというニュースもありましたし，今後その
ような調査の必要性がさらに高まっていくように思い
ます。そういった流れのなかで，外国籍の人々を対象
とした調査をどのように行うべきかについて，本書は
多くの示唆を与えてくれるものだと思います。

●ディスカッション

　階層研究からの示唆

　池田　有田先生からもご紹介がありましたように，
社会階層研究は職業的地位に着目していまして職業威
信という尺度がありました。職業に序列があるとい
う，そういう認識で研究を蓄積してきたんですけど，
SSM の 2005 年調査ぐらいから，雇用形態による格差
つまり非正規問題が分析の視野に入るようになってき
て，今は雇用と職業の二本立てになっていますね。そ
ういう意味で，雇用関係と職業をそれぞれ体系的に論
じた研究が同時に出てきているのは興味深いです。

　今井先生の研究に関して言えば，シティズンシップ
概念というのは，労働市場の枠にとどまらない市民と
しての就業者のあり様を問題にしているわけですね。
日常の会話でも「社会人です」と言ったときに，基本
的には正規雇用で働いていますよねというニュアンス
がある。そういう感覚的に近い話だと思うんです。社
会学というのは労働市場の外も見るという特徴がある
と申しましたが，その意味で，社会学の特徴がよく現
れた研究だと思います。先ほどから出ている話の続き
になりますが，たとえば首藤先生の労使関係の文脈で
も，大企業の正社員として働いている人が労働組合に
も保護されていて，社会階層上もかなり高いという側
面がありますね。
　有田　そうですね。おっしゃるとおりだと思いま
す。たしかに雇用形態と職業の 2 つが別々の次元とし
て重要なんですけれども，海外だとそこまで別々の次
元とはとらえられない例もあって，たとえばイギリス
の代表的な社会学者であるゴールドソープは，雇用形
態，たとえば無期雇用でサラリーをもらうのか，有期
雇用でウェイジをもらうのかは，結局職業によって決
まるんだと考えているんですね（Goldthorpe 2000）。
代替可能性が高い限り，ブルーカラーは基本的には出
来高払い的なウェイジで有期雇用だし，それに対して
専門技術職や管理職はインセンティブとしてのサラリ
ーで無期雇用という形で連関して，それぞれ社会階級
を形づくっているんだという話です。けれども，そう
いう状況とは日本は少し違っていて，雇用形態が職業
とは独立した変数として考えられる傾向があって，そ
れでこれら２冊のように，それぞれの問題がそれぞれ
において独立的に扱われることになるんだと思うんで
すね。そのこと自体が実は日本の労働市場の特徴を示
しているのかもしれないです。
　池田　かつては日本でもホワイトカラーとブルーカ
ラーの格差が問題だったわけですよね。そういう意味
では，有田先生がおっしゃるような職業と待遇の密接
な関連性が日本にもありました。しかし，その後，日
本ではホワイトカラーとブルーカラーを統合する形で
正社員システムが出来上がりました。だけど，今度は
非正規雇用という形で，雇用形態に基づくサラリー層
とウェイジ層の格差がまた問題になっている，そうい
う理解になるのでしょうか。
　首藤　そうでしょうね。先ほどの議論でいうと，や
っぱりメンバーシップに入っていればみたいな話で，
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職業は関係なくメンバーになればという話だというこ
となのかもしれないですよね。職業よりもメンバーシ
ップかどうかが，労働条件の規定要因になっている面
はあると思います。女性は男性と同じ職業に就いてい
ても待遇が違ったり，雇用形態が異なれば，賃金水準
が違ったりします。日本的だと言えばそうかもしれま
せん。男女間賃金格差は，職業分離だけでは考察が難
しく，職業内のキャリア分離や賃金格差を見ていく必
要があるのだと思います。
　田中　経営学では，不平等という言葉はあまり使わ
ないですけど，たとえば賃金格差とか，あるいは正
規・非正規の格差という観点からの研究は結構ありま
す。先程も触れた組織的公正（Organizational Justice）
という概念があって，研究蓄積も多いです。経営組織
内で格差となると，やっぱり正規・非正規や男性・女
性となるので，その点に着目したうえで，それが合理
的あるいは納得性を担保できるものなのかどうなのか
というのを考える研究がメインです。不平等という言
い方はあまりしないですけど，実際，企業内の労働者
間格差のとらえ方によっては不平等の研究が経営学に
もあるといえます。
　池田　職業について言うと，『長期雇用社会のゆく
え』でタスクの分析をしているのですが，『職業間距
離の計量社会学』を読むと，客観的なタスクの距離以
外に，認知的な類似性という次元があるんですね。客
観的なタスクは，仕事の単位を小さく刻むことで離散
的な職業分類の間を埋めていくという感じの発想で
す。でも，林先生の認知的な類似性の分析によって，
主観と客観と両面から見られるようになるのが面白い
なと思います。こういうことは，企業のなかでのキャ
リア形成とかにも応用できるでしょうか。
　田中　私はできるんじゃないかなと思います。主観
的な職業分類として，JILPT 調査などでも転職する人
や転職者を受け入れる側に「（転職者の現在の仕事は）
前職と同じ仕事ですか」みたいなのを聞くじゃないで
すか。その辺りを多層的に判断するためには，『長期
雇用社会のゆくえ』で分析されているインデックスと
職業間距離のインデックスを併用すると職業・仕事の
連続性を考えるうえでも有用であろうと思います。や
はり，タスクの連続性は転職をはじめとするキャリア
形成を考えるうえで非常に重要なポイントですので。
そう考えると，この測定方法は今後の転職研究・キャ
リア研究の地平においては重要じゃないかなと思って

読みました。
　池田　認知的な職業の類似性がもう一つ面白いと思
ったのは，住んでいる世界が同じか違うかというの
が，おそらく間接的に描かれているんじゃないかと思
うんですね。たとえば，我々研究者から見たときに親
近感を持つ別の仕事とすごく疎遠に感じる別の仕事と
いうのが多分あると思うんですね。感覚が合う，合わ
ないという境界線がある。そういう部分も同時に視野
に入る研究ですね。
　そういう感覚的なところまで考えると，やっぱり性
別職務分離という話とつながってくるのかなと思うと
ころがあります。だから，タスクの話と同時に，やっ
ぱりジェンダーとかエスニシティとかそういうことを
かませていったときに，職業の認知的な意味世界の問
題は重要だと思います。特に，先ほど首藤先生がおっ
しゃったジェンダーの話は，職業の意味世界を考える
ときに重要になってくると思います。林先生の本のな
かでも性別による分離の話があって，男性職，女性職
という話があります。階層研究において性別と年齢に
対する問題意識というのは，特に労働との関係で考え
たときに，これからまだまだ重要になってくるという
感じなんですかね。
　有田　おっしゃるとおりですね。もともと社会階層
論では，男性稼ぎ主モデルの下で，世帯主である夫の
職業を基準として，妻を含めたその世帯全体の階層的
地位をとらえるという考え方が一般的だった時代もあ
りました。もちろんその後は，社会の状況が変化して
いくなかで，ジェンダーと格差の問題が非常に重要な
課題となってきていますが，年齢も含めて，個人属性
と労働，そしてその格差の問題はさらにきちんと考え
ていく必要があると思っています。
　また大森先生の本からは，格差正当化の論理として
用いられている能力ですとか，そういった問題を社会
学としてもっと追求していけると良いのではないかと
感じています。これは先ほど『長期雇用社会のゆく
え』のところでもコメントしましたけれども，社会階
層論では，能力やスキル，あるいはそれに対する意
識・観念や評価といった問題はこれまで必ずしも十分
には検討できていなかったのかもしれません。ですの
で，それらの問題をもう少し深掘りすることによっ
て，格差の正当化メカニズムをさらに明らかにしてい
く作業が必要であるように感じています。
　女性をめぐる格差問題という文脈では，シングルマ
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ザーの研究が継続的に蓄積されていますね。最近の研
究では，中囿（2021）があります。これは，アンケ
ート調査とインタビュー調査の双方に基づいて，日本
のシングルマザーの特徴である「働いても貧困」の実
態と原因を明らかにしようとした研究として注目され
ます。

　女性・高齢者・外国人の統合

　池田　大森先生の研究と有田先生のお話から，今ま
での労働研究の格差・不平等問題って，やっぱり 10
代，20 代，30 代あたりをメインターゲットにしてい
て，その観点から学歴による格差が生じるとか，結
婚・出産退職という話があってということだったと思
うんです。でも，高齢化していくと，40 代，50 代，60
代あたりの不平等が切実になってくる。そこにジェン
ダー格差が関係してくる面はありますよね。介護だっ
たり，職業からの引退年齢だったり。20 代・30 代で
は男女雇用機会均等法のような法規制でジェンダー差
が見えにくくなっているけど，40 代，50 代，60 代と
追いかけていったときに差が出てくるのではないかと
いう問いはありますよね。
　首藤　そうですね。先ほど紹介された安藤編著

（2020）は，中高年女性，40 代・50 代の女性を取り上
げていますよね。女性労働では，これまであまり研究
されてこなかった部分で，興味深く読みました。逆
に，従来は結婚，出産，子育てが終わるまでが女性労
働の主たるメインテーマだったことにも気づかされ，
それ以降も重要なテーマだと思いました。
　池田　高齢者に関する調査も継続的に行われるよう
になっています。特に企業の人事管理という観点から
高齢者の就業をとらえる調査が目立つようになってい
ますね。そして，外国人に対する関心も高まっている
ように感じます。
　先ほど申しましたように，日本的雇用システムの周
辺部に置かれた労働者を総称して「女老外」と言い表
していました。昔から女性や高齢者や外国人をめぐる
格差・不平等問題はあったのですが，かつては日本人
の壮年男性とは分離された労働力として管理していま
した。しかし，今は統合していく過程にあります。ど
ういった統合が可能なのかという問題のなかで，ある
種の軋みというか摩擦というか，統合過程で生じる格
差とか不平等というのが多分問題になるということか
なと今うかがっていて思ったんですね。それでいく

と，まさに「統合」というのを前面に出した移民統合
の研究というのは，時代の先端を行くものだと思いま
す。シンプルに考えると，日本語能力大事だよねと
か，あと，出身が西洋諸国か非西洋諸国かによって違
うとか，何か純朴に我々が抱いている西洋への素朴な
憧れみたいなところも鋭く突いているので，非常に示
唆に富むと思っています。
　この本のなかで言われている日本語能力と正規雇用
の関係とか，出身国との関係というのが，まさに企業
の採用活動とか雇用管理とか労働組合の加入状況とか
そういうところと接合してくると，統合がどういう形
で行われているのかということがもっと見えてくると
思うので，この研究に触発されて労働研究がまた広が
っていくと面白いかなと思います。
　田中　外国人をいかにマネジメントするかというの
は，日本のグローバル企業で本社と子会社の関係でよ
く語られてきたんですね。たとえば外国籍の現地採用
の人材のキャリアラダーの差などです。今回紹介いた
だいた研究対象は日本の中にいる外国人ですけど，1
つの企業のなかで国籍が違う人たち同士をマネジメン
トするということに対しても示唆があるなと思いまし
た。
　多言語で調査したというのもこれもすばらしいです
ね。村上編著（2019）では，私も調査票を作ったん
ですけど，日本語，英語，中国語の三カ国語版を作り
ました。その経験をふまえると，それよりも多くの言
語で調査展開されることはすばらしいと思って聞いて
いました。
　有田　でも，トータルではそれにポルトガル語を加
えた 4 カ国語で，やはり諦めた言語もあるとはうかが
いました。
　首藤　この本を読み，自分自身のこれまでの研究や
調査が外国籍の方を含めたアプローチをしてきたのか
と反省させられました。本書の調査の大変さを考える
と，頭が下がる思いです。
　労使関係の観点からいうと，外国人労働者が多く働
いているサービス産業の組合では，外国人労働者の組
織化を進め，パンフレットも数カ国語で作り，外国人
の職員を雇って労働相談をしたりしています。統合し
ていくための政策や制度や仕組みを，職場レベルだけ
でなく，社会レベルでもどう整えていくべきかを考え
させられました。
　池田　住民基本台帳から外国籍の人を抽出するとい
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う方法もそうですし，調査票を多言語で作るというよ
うな調査法を見ると，今後日本で行う他の調査におい
ても，日本人を前提に日本語で調査票を作って日本語
で調査するという発想で良いのかということまで問わ
れる，そういう調査だなという感想を持ちました。
　最後に，格差の問題といったときにどうしても，基
本的なエッセンスとしては能力とかスキルとか学歴と
の関係とかという，そういう階層的な変数というのが
1 つ軸になるんですけど，やっぱりジェンダー，年
齢，エスニシティという，この新しいところと組み合
わせないと見えてこないし，組み合わせることで研究
が発展していくという，そういう段階に来ているのか
なという，感想を持ちました。

Ⅲ　今後の労働調査を展望する

　学際的な研究の発展に向けて

　池田　最後に，今後の労働調査の学界を展望すると
いうことで自由に意見交換をしたいと思います。労働
調査というのは学際的な分野であり，かつ私は半アカ
デミズムと呼んでいるんですが，実務的な現場との交
流も深い分野ですので，そういった労働調査の大きな
文脈をふまえて，思うことをご自由にご発言いただき
たいと思います。
　有田　今日の座談会は本当に勉強になりましたし，
すごく面白かったです。ありがとうございます。それ
ぞれ違った領域の先生方と議論するなかで，労働や仕
事といった対象の共通性を起点として，いろいろな学
術的な交流がこれからも可能そうだと感じましたし，
大変勉強になった部分，あるいは今後の研究の参考に
なる部分もとても多かったです。
　そういう共通性がある一方で，もともとの問題関
心，すなわち結局何を明らかにしたいのかというとこ
ろでは，やはりそれぞれの学問領域間で見逃すべきで
ない違いもあるのだと思います。そういう観点からい
うと，今後の労働や仕事を軸とした学際的な研究とそ
の発展のためには，やはりそれぞれの学問分野が結局
何を明らかにしようとしているのかという，研究のゴ
ールみたいなものをきちんと言語化して，それを説明
していくことがとても重要で，それによって「なるほ
ど，そうなのか」という相互理解がさらに進んでいく

ように思いました。
　そのことに改めて気づかされたのは，まず『労働・
職場調査ガイドブック』。この本に関しては，首藤先
生もおっしゃったように，そもそもの枠組みですと
か，そういう学問間の違いもきちんと言語化して説明
されているというところが，まさにそれに近いことを
なさっているように思いました。また少し話を広げる
と，梅崎・田澤編（2019）や梅崎・田澤・佐藤編

（2019）が基づいているような産学連携の労働調査
も，「産」と「学」それぞれの見方や考え方の特徴を
理解するうえで重要なきっかけになるものと思いま
す。
　そのような意味で，安藤先生の編著の最後の補論の
ところが私，すごく大事だなと思っています。この補
論には学問分野によるデータ分析方法の違いを説明す
るコラムがあるのですが，このなかでは，そもそも学
問分野によってどのようにデータ分析の方法が違うの
か，そして結局問題関心がどのように異なるからこう
いう違いが生じているのかというところまで論じられ
ています。おそらく，学際研究を進めていかれるなか
でその必要性をお感じになられたと思うんですね。そ
ういう作業はやはり大事だということを改めて痛感し
ましたし，自分自身でも何とか実践できるように頑張
っていかなければいけないと思いました。
　首藤　今日は，大変勉強になりました。学問分野が
異なる方と議論するということが，いかに刺激的で，
学びが多いかを再認識した時間でした。自分の学問分
野に閉じこもっていると見えていなかった世界が見
え，自分の研究にもいい影響があったように感じてい
ます。今後，意識的にこういう場をつくっていく仕掛
けがあるといいですね。自分が入っている学会に参加
しているだけでは異なる学問分野の方との出会いは少
ないので，JILPT のような研究機関が呼びかけてくれ
たりすると，日本の労働研究も活性化するように思い
ます。
　田中　私も大変今日は勉強になりました。ありがと
うございました。私自身もやはり今日お話をさせてい
ただいていて，各学問領域というレンズが違っても，
被写体は同じ対象である，というのはやはり多いのだ
なと改めて気づきました。労働研究ってどの領域であ
っても観察対象から入るという点は同じだと思うんで
すよね。ただ，対象を見るレンズが皆さん違うという
現状があります。だからこそ，今後はそのレンズを寄
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せ合わせて複眼的に 1 つの事象を見るというのをじっ
くり行うような機会をつくれば，これまで全然知らな
かった調査方法を知るとか，その逆が起こったりとか
して，労働調査の手法の多様化・ハイブリッド化が進
むと思います。そして，それによって研究の多層的展
開や好循環を生み出すような気もするので，ぜひ隣接
分野との協働をやりたいなと思いました。
　あともう一つ，人事データの活用も気になります。
HRM 研究者として，人事データの活用というのはか
なり興味をそそるものです。人事データの活用といっ
ても人事データにはいろいろなものがあります。賃金
データもあれば，キャリアデータもあります。これま
でも，たとえば，松繁先生と梅崎先生たちのグループ
がやっていた人事データの分析（松繁・梅崎・中嶋編
著 2005）とかがあります。経営学者だけではなくて，
たとえば社会学の先生方や労使関係の先生方からも意
見をいただきながら，人事データを解明していくと経
営学の人間だけだったら見えないものも見えてくると
思うので，いろいろなデータを活用して，さまざまな
レンズで 1 つのものをいろいろな角度から見るという
のがやはり労働研究にとって必要不可欠で，今後やる
べきことだなと思います。

　デジタル化と労働調査

　池田　今後，調査というものがどういう方法論とし
て発展していくかというときに，記録データのデジタ
ル化ということが今後進んでいくなかで，調査の性質
が変わっていくと思うところはありますか。情報処理
技術の発展と調査って結構密接じゃないですか。だっ
て，こんな簡単に計量分析できるのも，統計パッケー
ジソフトが PC に入るようになったからです。今後，
デジタル化がさらに進むと，調査のあり方も変わるん
じゃないかと思います。
　たとえば，人間の行動をセンサーとかスマホの記録
とかいろいろな形で取りやすくなりますし，企業が紙
で管理していた記録がデジタル化されれば，テキスト
マイニングもしやすくなるし，数値データの計量分析
もしやすくなるしという，そういうことになるんだと
思うんです。デジタル化と調査の関係について，各分
野で何か考えることはありますか。
　田中　紙媒体で記録されたものがどんどんデジタル
化されていくというのは，これはデータとしては使い
やすくなるので，今後の展望としてはすごく明るい兆

しだろうなと思っています。
　もう一つ，行動研究やコミュニケーション研究とい
うのも恐らく飛躍的に発展すると思っています。松永
先生たちのグループが実施された，ビデオで撮るとい
うのもあるんですけど，ウェアラブル端末で目元にカ
メラがついていて，誰を見て，何秒しゃべったとかも
把握できるような時代になりました。それによってコ
ミュニケーションの密度というものも明確に測れるよ
うになるので，職場におけるコミュニケーションのあ
り方やコミュニケーションによって生まれるものにつ
いての分析等もよりリッチに行うことができると思い
ます。
　情報技術が進んでいくと，データの量は多くなっち
ゃってどう処理していいか分からなくなる可能性はあ
るんですけど……。でも，今まで得られなかった情報
もたくさん得られるようになるわけで，たとえば，ウ
ェアラブル端末はその人たちが働いている時間につけ
ておいて，それだけでビデオ撮影者がおらずしてもデ
ータが取れるわけなので，研究手法や効率性としても
新しい局面が生まれるんじゃないかなと思います。
　有田　たしかにビッグデータをはじめとしてさまざ
まなデータが使えるようになっていて，それが新しい
研究を生み出す，という可能性は明らかにあると思い
ます。一方で，結局のところ，研究者に求められるも
のはあまり変わらないんじゃないかと思っている部分
もあります。何を尋ねるのか，何をデータとして掘り
起こすのかというところは，やはり研究者のセンスと
かアイディアによると思うんですね。それを調査票の
ような形で調査するのか，あるいはこういったさまざ
まな別のデータから収集してくるのかには違いがある
んでしょうけれども，その根底にある「何をデータと
して取ってきて，それを研究にどう発展させるのか」
というセンスや勘どころは今後も重要であり続けるの
だろうなと思います。
　池田　最初に話した，要素を抽出して分析するとい
う方法と，文脈をとらえて理解するということで考え
ると，デジタル技術によって要素抽出型の分析はどん
どんできるようになるわけですね。しかし，一方で，
文脈をとらえるというところはやっぱり調査者の問い
の立て方や解釈に依存していく部分があるんだと思い
ます。どちらかに流れるというよりは，今後その使い
分けが大事になっていくかもしれないですね。
　首藤　研究手法はどんどん発達するし，技術も発展
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していくなかで，自分自身の研究や労使関係研究分野
においても，デジタル化をうまく利用していく必要が
あると感じています。考えていきたいと思います。
　池田　量的調査・質的調査というときに，少数の事
例を聞き取るような調査を質的と言っていますけど，
デジタル化しても質感を残した調査というのは多分ず
っと重要だと思います。コロナ禍の「失業」の話は象
徴的です。当事者が仕事がなくて困っているという，
その声をデータが反映しているのかというのは，労働
現場の質感を情報として取れているのかという問題に
行き着くわけですね。
　首藤　そうですね。データ化するかどうかは研究者
側，つまり人間が決定するわけですよね。でしたら，
やはり調査票の設計が重要になってくると思います。
　池田　デジタル化しても，断片化されたデータの記
号だけで見るんじゃなくて，当事者がどういうふうに
世界を見ているかを理解したうえでのデータですよ
ね。その意味で，要素抽出型の分析と文脈理解型の分
析をうまく使い分けることが重要だということになる
でしょうか。やっぱり調査法の多様化と使い分けとい
うことが今後も大事になるかもしれないですね。本日
はありがとうございました。

（2021 年 11 月 29 日：東京にて）
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